
 

 

 

 

厚生労働科学研究費補助金 

地域医療基盤開発推進研究事業 

 

 

 

 

 

被災地に展開可能ながん在宅緩和医療システムの構築に関する研究 

 

平成２６年度 総括・分担研究報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究代表者 堀田 知光 

平成２７（２０１５）年 ３月 

 



 

 

目   次 

 
Ｉ．総括研究報告  

被災地に展開可能ながん在宅緩和医療システムの構築に関する研究 ·········································· 3 

堀田知光                      

      

II．分担研究報告 

１．被災地域の相談支援センターと地域緩和医療ネットワークの構築（釜石） ··························· 25 

木下寛也 

資料 

２．高齢がん患者に対する外来診療を支援する予防的 

コーディネーションプログラムに関する研究  ································································ 31 

小川朝生 

３．がん緩和・在宅医療における東日本大震災の経験を生かした 

東南海地震への備えに関する研究 ················································································· 39 

森田達也 

  資料 

４．がん緩和医療を在宅で実践するための精神医学的介入に関する研究  ·································· 65 

内富庸介・井上真一郎 

 資料 

５．在宅医療における精神症状緩和推進研究 

在宅医療スタッフのための心のケア教育プログラムの開発(抑うつ)  ··································· 95 

   明智龍男 

６．がん診療地域連携クリティカルパスを利用した 

がん診療在宅支援システムの構築に関する研究  ····························································· 103 

  佐々木治一郎 

７．看護師を対象とした在宅緩和ケアにおける実践能力 

習得のためのプログラムの開発と教育に関する研究 ························································· 109 

林 直子 

資料 

８．在宅ターミナルケア継続の促進・阻害要因に関する研究 

在宅見取りの実現に寄与する経時的支援パターンの 

-明確化及び患者・家族支援のあり方-  ······································································ 157 

福井小紀子 

資料 

９．施設職員等に対するがん患者の看取り教育プログラムの開発 ············································· 179 

川越正平 

資料 

10．がん在宅緩和ケア提供の障害の分析 ·············································································· 209 

     宮下光令 

      資料 

III．研究成果の刊行に関する一覧表 ······················································································ 231 



 
 

厚生労働科学研究費補助金 （地域医療基盤開発推進研究事業） 
 

 総括研究報告書 
 

 
被災地に展開可能ながん在宅緩和医療システムの構築に関する研究 
 

研究代表者 堀田知光 国立がん研究センター理事長 
       

 
 
    研究要旨 

本研究の目的は、がん在宅緩和医療における東日本大震災の被災
地の直接的な支援、被災地におけるがん患者の在宅緩和医療におい
て生じた様々な課題と解決策の明確化、被災地に応用可能な今後の
多死超高齢化社会に向けたがん患者の在宅医療の推進における課題
解決に向けた具体的なプログラム作成である。 
被災地の直接的な支援においては、支援を継続することにより、
県立釜石病院が地域がん診療連携拠点病院の指定を受けることが出
来た。被災地でのインタビュー調査などにより大規模災害時に備え
るための冊子「大規模災害に対する備え がん治療・在宅医療・緩
和ケアを受けている患者さんとご家族へ ―普段からできることと
災害時の対応―」を作成し、南海トラフ地震で大きな被害が想定さ
れている地域の診療所合計 983 施設に配布した。 
被災地に応用可能な、１）がん在宅医療に関する医療・福祉従事者
へ教育プログラムの開発と有用性を検討した。また、被災地において
教育プログラムによる研修会を開催した。２）がん患者支援プログラ
ムの開発と有用性の検討に関する研究を行った。さらに、３）がん終
末期患者の在宅移行前の病院の医療者による意思決定支援（Advanced 
Care Planning：ACP）・退院支援の実際とこれらと在宅看取りおよび
在宅療養期間との関連を調べ、在宅看取り及び在宅療養継続には ACP
が影響すること導いた。 
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Ａ．研究目的 
平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋
沖地震とそれによって生じた津波は大規模災
害をもたらし、地域医療にも大きな影響を与え
た。今回の東日本大震災の被災地への直接的な
支援とがん在宅緩和医療における課題を整理
し、課題に取り組むことは、世界がいまだ経験
したことのない多死超高齢化社会に対応でき
る医療介護の提供体制を構築するうえでの準
備につながる。 
そこで、本研究班では平成24年度よりがん在
宅緩和医療における東日本大震災の被災地の
直接的な支援、被災地におけるがん患者の在宅
緩和医療において生じた様々な課題と解決策
の明確化、今後の多死超高齢社会に向けたがん
患者の在宅医療の推進における課題解決に向
けた具体的なプログラム作成を目的に研究に
取り組んだ。具体的には以下の３つの研究に取
り組んだ。 
１）医療提供体制が崩壊した被災地において、
がん在宅緩和医療ネットワークを新たに構築
するための直接的な支援、２）大災害に備え
たがん在宅緩和医療における対策の提言作成、
３）被災地にも応用可能な、がん在宅緩和医
療における医療･福祉職のための教育プログ
ラムと、患者のための支援プログラムの開発
と実施可能性の検討、さらに、看護師による
意思決定支援・退院支援に関する実態調査を
行った。 
 
 
Ｂ．研究方法 
１）被災地におけるあらたな地域緩和医療ネ
ットワークの構築（木下） 
 本年度も岩手県の釜石二次医療圏で地域緩
和医療ネットワークの立ち上げの支援を継続
的に行い、そのプロセスを記述した。 
２）大規模災害に備えたがん在宅緩和医療の 
課題と対策（森田、宮下） 
東北地方の医療従事者を対象としたインタ 
ビュー調査、文献検索・検討、在宅緩和ケアに
係る多職種の議論など行い、大規模災害が生じ
た場合の災害被害の予防になること、実際に現
場の医療福祉従事者が知っていると役に立つ
ことをまとめた冊子（パイロット版）を作成し
た。パイロット版に関する意見を集約して冊子
に修正を加えたものを全国に配布した。 

３-１）被災地に応用できるがん在宅緩和医療
に関する医療･福祉職のための教育プログラ
ムの開発（内富、明智、林、川越） 
在宅医療スタッフが困難と感じている精神
症状の評価とケアに関して作成された教育プ
ログラム有効性を検討するために、東日本大
震災の被災地を含む各地で研修会を開催した。
訪問看護師に対する緩和ケア教育プログラム
の実施と評価を行った。施設職員に対して、
看取りに関する教育プログラムを開発し、居
住系施設の職員にインタビュー並びにアンケ
ート調査を実施し、プログラムの修正を行っ
た。 
 
３-２）被災地に応用できるがん患者のための
支援プログラムの開発（小川、佐々木、木下） 
がん患者のための支援プログラムとして、
クリティカルパスと ICT（Information and 
communication technology）技術を利用した
症状モニタリング･看護師による支援プログ
ラムの実施可能性を検討した。大規模災害時
のがんに関する診療情報の重要性を市民がど
の程度認識しているかについてのアンケート
調査を行った。 
 
３-３）在宅ターミナルケア継続の促進・阻害
要因に関する研究～在宅看取りの実現に寄与
する経時的支援パターンの明確化および患
者・家族支援のあり方（福井） 
関東圏内にある約 450 床の医療機関（A大学
病院）の看護相談室とし、調査対象者は、平成
25 年 10月〜平成 26 年 9 月に入院中で看護相
談室が関わったがん終末期患者（100 例程度）
を担当した看護相談室の師長と主任の看護師
2名とした。 
データ収集方法として、調査期間に該当する
全患者に関して、質問紙調査を行うとともに、
このうちの意思決定支援・退院支援に関して特
徴的なケースを研究協力看護師との相談の上
選出し、これらの対象にたいして、インタビュ
ー調査を併せて実施した。 
 
（倫理面への配慮） 
研究内容に応じて、分担研究者が所属する施
設において倫理審査委員会の審査・承認を受け
た。また、本研究のデータ解析・成果公表にあ
たっては、個人情報保護を遵守した。 



Ｃ．研究結果 
１）被災地におけるあらたな地域緩和医療ネ
ットワークの構築（木下） 
県立釜石病院緩和ケア病床で毎週開催され
るカンファレンスに月に 2回参加し、助言を
行った。 
県立釜石病院緩和ケア研修会を平成 26 年
11 月 8日、9日に開催した。緩和ケア研修会
の一部の講義主体のモジュールは、地域の多
職種が受講出来るよう公開講座として開放
した。 
緩和ケアの普及・啓発活動に関しては、釜
石市（在宅医療連携拠点チームかまいし）と
協働し、平成 26 年 11 月 5日に市民公開講座
を開催し、44 名の市民が参加した。また、平
成 27年 2月 15 日には市民公開講座を県立釜
石病院で開催し、65 名の市民が参加した。 
平成 26 年 8 月 26 日に県立釜石病院は地域
がん診療連携拠点病院の指定を受けた。 
 
２）大規模災害に備えたがん在宅緩和医療の
課題と対策（森田、宮下） 
冊子「大規模災害に対する備え がん治療・
在宅医療・緩和ケアを受けている患者さんとご
家族へ ―普段からできることと災害時の対
応―」を作成した。 
作成した冊子は、都道府県の防災担当部署、
都道府県医師会、都道府県の訪問看護ステーシ
ョン連絡協議会、がん診療連携拠点病院、日本
在宅医学会理事、在宅療養支援診療所連絡会に
会員登録されている診療所のうち南海トラ   
フ地震で大きな被害が想定されている地域の
診療所合計 983 施設に配布した。 
これらの PDF 版を国立がん研究センターホ
ームページ上に公開する予定である。 
 
３-１）被災地に応用できるがん在宅緩和医療
に関する医療･福祉職のための教育プログラ
ムの開発（内富、明智、林、川越） 
せん妄研修会を、平成26年8月9日に室蘭、
同年 8月 30 日に佐賀、同年 9月 6 日に横浜、
同年 9 月 27 日に大船渡で研修会を開催した。
医師、訪問看護師、ケアマネジャーなど合計で
82 名の参加を得た。研修会前後で自信度など
を問う質問紙による調査とせん妄の知識を問
うテストを行い、両者とも有意な結果を得た。 
精神心理的苦痛を有する患者のケア向上に

資する研修会を開催し、昨年度と合わせ 21 名
の参加を得た。がん患者へのケアに関する自信
は統計学的に有意に改善した。ケアの知識につ
いては有意な改善を認めなかった。 
緩和ケア訪問看護師教育プログラムの講義
は宮城県仙台市と東京都中央区の２か所で実
施日をずらして共通の講義を行った。仙台で
30 名、東京で 25 名の参加を得た。このうちの
７名が受講後に５日間の実習を行った。緩和ケ
アに関する医療者の知識・困難感・実践尺度に
ついて講義直前、講義直後に評価を行い。受講
前後では、実践の「コミュニケーション」と困
難感の「症状緩和」の項目のみに統計学的な有
意差が示された。 
介護職員に対するがん患者の看取りに関す
る教育プログラムを介護職のニーズに応じた
プログラムにするために、介護職を対象にイン
タビュー調査とアンケート調査を行った。イン
タビューの分析からは、【入、居者本人や家族
との関係】、【入居者本人や家族との関係】、
【他職種や職員との連携】、【管理者の姿勢】、
【管理者の姿勢】というカテゴリーが抽出され
た。 
 
３-２）被災地に応用できるがん患者のための
支援プログラムの開発（小川、佐々木、木下） 
高齢がん患者に対する外来診療を支援する
予防的コーディネーションプログラムに関す
る研究では、は同意を取得した 51 名（男性 17
名/女性 34 名）であった。各々の平均年齢は男
性 74.4 歳、女性 71.2 歳であった。対象者の介
護認定区分は、未申請 39 名、申請中 1 名、申
請したが非該当 2名、要支援 1 3 名、要介護 2 
4 名、要介護 3 2 名であった。6 ヶ月間のマネ
ジメント完遂 41 名、転院により終了 4 名、死
亡により終了 2名、体調不良による途中終了 1
名、同意後拒否 3名であった。完遂率は 92%で
あった。 
薬物治療を受ける進行肺がん患者に対する
意思決定サポート介入の認容性および在宅支
援導入改善効果に関する前向き調査研究では
41 名の患者登録を終了した。 
ICT により情報共有システムを用いた地域連
携モデルの実施可能性の検討では、60 名の患
者登録を行った。また ICT による医療情報共有
システムに関して病院医師 4 名と訪問診療医
師 3 名によるフォーカスグループインタビュ



ーを行った。内容を分析したところ、6個のカ
テゴリーに分類された。カテゴリーとしては、
１）訪問診療医師にとっての利点、２）病院医
師にとっての利点、３）訪問診療医師、病院医
師の両者にとっての利点、４）患者にとっての
利点、５）課題、６）その他であった。 
 
３-３）在宅ターミナルケア継続の促進・阻害
要因に関する研究～在宅看取りの実現に寄与
する経時的支援パターンの明確化および患
者・家族支援のあり方（福井） 
後期高齢者である場合、入院形態が緊急であ
る場合、主介護者の性別が女性である場合、
また同居している場合にオッズ比が高くなり、
退院支援看護師が退院時に特に支援が必要と
判断した項目として、「病状による退院後の
身体（ADL）への支障の説明やイメージ化」や
「退院後の病状の悪化・急変に関する不安へ
の対応・説明」を行った場合にオッズ比が高
くなり、自宅での看取りにつながりやすいこ
とが明らかになった。 
 
 
Ｄ．考察 
本研究では、被災地の直接的な支援、被災地
に生じた課題と対策の明確化、被災地に応用で
するがん在宅緩和医療システムの構築に利用
出来る医療・福祉従事者への教育プログラム、
及び患者の支援プログラムの開発、看護師によ
る意思決定支援・退院支援に関する実態調査に
取り組んだ。 
被災地の直接支援に関しては、支援を継続す
ることにより岩手県で唯一地域がん診療連携
拠点病院のない釜石二次医療圏において、県立
釜石病院が地域がん診療連携拠点病院の指定
を受けることが出来た。被災地において、地域
がん診療連携拠点病院の指定を維持していく
ためには継続的な支援が必要である。 
大規模災害時にがん在宅緩和医療において
生じた課題に関しては、インタビュー調査の追
加、文献検索、多職種の議論を行い冊子「大規
模災害に対する備え がん治療・在宅医療・緩
和ケアを受けている患者さんとご家族へ ―
普段からできることと災害時の対応―」を作成
した。今後、配布、国立がん研究センターHP
への掲載を行う予定である。 
がん在宅緩和医療推進のための医療・福祉従

事者の教育プログラム、患者の支援プログラム
に関しては、プログラムによる教育研修会の開
催を積み重ねるとともに、教育プログラムの有
用性の検証と、インタビュー調査などによりプ
ログラムの修正も行った。 
がん患者のマネジメントに関して、患者登録
を継続し、登録終了し、一部結果の解析を開始
した。 
意思決定支援・退院支援ににおいて、「病状
による退院後の身体（ADL）への支障の説明や
イメージ化」や「退院後の病状の悪化・急変
に関する不安への対応・説明」を行うことの
重要性が明らかになった。 
 
 
Ｅ．結論 
被災地において、地域緩和ケアネットワーク
構築のための継続的支援を行った。大規模災害
時に備えるための冊子「大規模災害に対する備
え がん治療・在宅医療・緩和ケアを受けてい
る患者さんとご家族へ ―普段からできるこ
とと災害時の対応―」を作成した。 
がん在宅緩和医療被災に応用可能な、１）がん
在宅医療に関する医療・福祉従事者へ教育プロ
グラムの開発と有用性の検討、２）がん患者支
援プログラムの開発と有用性の検討に関する
研究を行った。３）がん終末期患者の在宅移行
前の病院の医療者による意思決定支援
（Advanced Care Planning：ACP）・退院支援
の実際とこれらと在宅看取りおよび在宅療養
期間との関連を調べ、在宅看取り及び在宅療養
継続には ACP が影響すること導いた。 
 
 
Ｆ．健康危険情報 
 なし 
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           研究要旨 

本研究の目的は、１）東日本大震災により多大な被害を生じた岩
手県釜石二次医療圏（釜石市、大槌町）において、がん緩和医療の
地域ネットワークを構築することである。そのための支援として、
本年度も定期的に釜石市を訪問し、県立釜石病院緩和ケア病床のカ
ンファレンスに参加し助言、緩和ケア研修会、緩和ケアの普及・啓
発を目的した市民公開講座を２度開催した。また２）在宅緩和ケア
推進のツールとして、ICT により情報共有システムを用いた地域連携
モデルの実施可能性の検討に関する研究を行い、60 名の患者登録を
終了し、利用した医師を対象にフォーカスグループインタビューを
行い内容の分析を行った。 
１）に関しては、2015 年 8月 26 日に県立釜石病院が地域がん診療
連携拠点病院の指定を受けることが出来た。２）に関しては実施可
能性と、様々な利点が明らかになった。 

       
 
 
 
Ａ．研究目的 
2011年3月11日に発生した東日本大震災に
より多大な被害を生じた岩手県釜石二次医療
圏（釜石市、大槌町）において、我々は 2012
年 2 月より県立釜石病院を中心に、相談支援
センターの立ち上げと地域緩和ケアネットワ
ークの構築のための支援を開始した。当初の
目的の１つは、岩手県で唯一地域がん診療連
携拠点病院がない、釜石二次医療圏において、
県立釜石病院を地域がん診療連携拠点病院と
することである。昨年度は地域がん診療連携
拠点病院の新規指定が止まっていたため、申
請には至らなかった。今年度も継続して、県
立釜石病院の緩和ケア機能の充実と地域住民
に対する緩和ケアの普及・啓発を目的とする 

 
とともに、地域がん診療連携拠点病院の指定
の開始に備えた。 
第２に被災地にも応用可能な、在宅医 
療の推進の課題の 1つである医療・福祉従事
者間の医療情報共有ツールをしての ICT
（ Information and Communication 
Technology）の実施可能性と利点、問題点を
明らかにすることを目的とする。 
 
 
Ｂ．研究方法 
１）被災地域の相談支援センターの立ち上
げと地域緩和ケアネットワークの構築に関
する研究 
2015 年度の県立釜石病院における支援活



動と、釜石市において 2 度開催した市民公
開講座についての記述を行う。 
２）ICT による情報共有システムを用いた地
域連携モデルの実施可能性の検討 
国立がん研究センター東病院緩和医療科
から、地域の訪問診療所に在宅緩和ケア目
的に紹介された患者を対象に、ICT を利用し
て情報共有を行うことの実施可能性に関す
る研究を行う。さらに、利用した医療者の
フォーカスグループインタビューを行い、
内容分析を行う。 
 
（倫理面への配慮） 
２）の研究に関しては、研究内で行われる
患者への介入は、通常臨床で行われている
範囲内のものであり、本研究に参加するこ
とで特別なリスクや不利益を生じない。し
かし、患者の個人情報をクラウド型 ICT で
扱うため、説明同意文書を用いて説明、文
書により同意を取得した。 
本研究において、研究対象者の個人情報は、
厚生労働省・総務省が定めた医療情報外部
保管ガイドライン（厚生労働省が定めた「医
療情報システムの安全管理に関するガイド
ライン第 4.1 版」ならびに厚生労働省・総
務省が定めた「ASP・SaaP 事業者が医療情報
を取り扱う際の安全管理に関するガイドラ
イン第 1.1 版」、「ASP・SaaP 事業者が医療情
報を取り扱う際の安全管理に関するガイド
ラインに基づく SLA 参考例」）に準拠した IT
クラウド型の情報共有システム上で管理を
し、同時に同ガイドラインに準拠した安全
対策（管理運用規定）を定めた。 
 
 
Ｃ．研究結果 
１）に関しては、 
県立釜石病院緩和ケア病床で毎週開催さ
れるカンファレンスに月に 2 回参加し、助
言を行った。 
県立釜石病院緩和ケア研修会を2015年 11
月 8 日、9 日に開催した。受講者は医師 3
名、歯科医師 1 名、看護師 4 名、薬剤師１
名であった。緩和ケア研修会の一部の講義
主体のモジュールは、地域の多職種が受講
出来るよう公開講座として開放した。 
緩和ケアの普及・啓発活動に関しては、釜

石市（在宅医療連携拠点チームかまいし）
と協働し、2015 年 11 月 5 日に市民公開講座
を開催し、44 名の市民が参加した。また、
2016年2月15日にはがん診療連携拠点病院
の指定要件である市民公開講座を県立釜石
病院で開催し、65 名の市民が参加した。 
2015 年 8月 26日に県立釜石病院は地域が
ん診療連携拠点病院の指定を受けた。 
２）に関しては、 
60 名の患者登録を行った。また ICT による
医療情報共有システムに関して病院医師 4
名と訪問診療医師 3 名によるフォーカスグ
ループインタビューを行った。内容を分析
したところ、6個のカテゴリーに分類された。
カテゴリーとしては、１）訪問診療医師に
とっての利点、２）病院医師にとっての利
点、３）訪問診療医師、病院医師の両者に
とっての利点、４）患者にとっての利点、
５）課題、６）その他であった。 
 
１）訪問診療医師にとっての利点 
・ 病院医師が選択した CT 等の画像を早
く見ることが出来るため病状の把握が
しやすい 

・ 電話と比較して気軽に病院医師に相談
出来る 

・ 診療情報提供書より情報量が多い 
・ 検査を簡単に依頼出来る 
・ 予定入院の依頼を簡単に行える 
２）病院医師にとっての利点 
・ 在宅で行われていることを知ることが
出来る 

・ 病院にいないときにでも訪問診療医師
と情報を共有出来る 

・ 気を付けてもらいたい症状に応じた画
像を選択して訪問診療医に提供出来る 

・ 診療情報提供書に記載を忘れた内容を
適宜追記できる 

３）訪問診療医師、病院医師の両者にとっ
ての利点 
・ 情報のキャッチボールが可能 
・ 連携がより密になった 
４）患者にとっての利点 
・ 連携を患者に可視化できる 
・ 患者も安心 
５）課題 
・ 何を共有するかルール作りが必要 



６）その他 
・ 顔の見える関係があってはじめて ICT
が生きてくる 

・ 顔の見える関係がなくても ICT なら気
軽に相談出来る 

 
 
Ｄ．考察 
１）岩手県釜石二次医療圏の緩和ケアネッ
トワークの構築に資する研修会、市民公開
講座を釜石市および県立釜石病院と協力し
て行った。当初の目標であった県立釜石病
院の地域がん診療連携拠点病院申請を行う
ことが出来た。 
拠点病院の要件の維持には、今後も継続
的な支援が必要と考えられた。 
２）ICT による訪問診療医師、病院医師間
の情報共有システムには、訪問診療医師、
病院医師、両者、患者に利点があり、実施
可能性も検証された。 
 
 
Ｅ．結論 
１）岩手県釜石二次医療圏において、県立
釜石病院緩和ケア病床カンファレンスに助
言者として参加した。緩和ケア研修会を開
催した。地域住民に対する緩和ケア普及・
啓発を目的とした市民公開講座を開催した。
2015 年 8 月 26 日に県立釜石病院は地域が
ん診療連携拠点病院の指定を受けた。 
２）ICT により情報共有システムを用いた
地域連携モデルの実施可能性と様々な利点
が明らかになった。 
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２．実用新案登録 
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研究要旨  
がん患者においては、その治療経過のなかでさまざまな身体・精神症
状が出現する。さまざまな症状に対して、がん治療と一体となった症状
マネジメントを提供することが重要であるが、人的・経済的な要因で実
現していない。そこで、近年進展が著しい ICT (Information and 
Communication Technology)を用いてクラウドタイプの情報共有プラッ
トフォームを用いて、包括的マネジメントシステムを構築し、施設内の
研究倫理審査委員会の承認を経て、実施可能性の検証を進めた。 

       
       
       
 
      
Ａ．研究目的 
 がん患者においては、その治療経過のなかで
さまざまな身体・精神症状が出現する。国内外
の研究により、疼痛・抑うつをはじめとする身
体症状・精神症状は、治療のあらゆる段階をと
おして 60-80%の患者が経験する。 
その中でも高齢がん患者は、がん治療にともな
う身体・精神症状に加えて、加齢変化にともな
うさまざまな合併症を持つ。先行研究では、70
歳以上の高齢がん患者のうち、11％は何らかの
ADL の障害を持ち、30%に老年症候群が合併する。
そのため、がん治療をおこなう上で身体機能に
あわせた調整とより細かなモニタリング、治療
内容の修正が必要となるが、それでも受診間で
身体状態が変化し、対応が遅れた結果 ADL の低
下を招いたり、緊急入院に至ることも多い。 
 がん患者の身体症状・精神症状に対して、が
ん治療と一体となった症状マネジメントの重
要性が指摘されてきた。とくにわが国において
は、がん対策のグランドデザインであるがん対
策推進基本計画において、「診断時からの緩和

ケア」として、全体像を見据えた包括的なアプ
ローチが望まれている。実際、Temel らは、進
行肺がん患者に対しする診断後早期から包括
的な緩和ケア介入を行うことの有効性を無作
為化比較試験で検討し、緩和ケア介入群は対照
群と比較して QOL の有意な改善に加えて、副次
評価ではあるが生存期間中央値の延長したこ
とを報告している。 
このような連携を必要とする包括的マネジメ
ントが有効に機能するためには、3 つの要件が
ある。すなわち①一貫した目標の設定、②包括
的ケアの視点として社会的要因に配慮をした
サービスの編成と提供体制の最適化、②変化を
見逃さないモニタリングシステムが埋め込ま
れていること（連携の空白を作らない）、であ
る。 
また早期検出・簡便診断に基づいたマネジメン
トを実施するためには、複数の医師が連携する
だけではなく、看護師による各専門職の役割の
調整や、定期モニタリング機能を有する専門職
と患者・家族との密接な接触など、多様な連携



が必要である。 
 しかし、上記の有効要件が明らかとなったと
しても、モニタリングを定期的に行うには労力
がかかりアドヒアランスが確保しづらいこと、
治療との調整に時間がかかること、連携したマ
ネジメントは困難であった。事実、がん患者の
身体・精神症状に対する多職種協同介入プログ
ラムの有効性は示されてはいるが、運用に必要
とする人的・時間的・金銭的問題から臨床応用
には至っていない。 
 近年、ICT (Information and Communication 
Technology)技術が進歩し、医療の領域におい
ては従来の電子カルテを越えた情報共有・連携
システムとして機能する可能性が指摘されて
いる。わが国においても厚生労働省と総務省を
中心に医療・福祉情報のサービスを検討する委
員会が構成され、クラウド等医療情報を外部に
保管するガイドラインも策定され、施設を越え
て医療情報を共有する情報プラットフォーム
が開発され導入されつつある。この情報プラッ
トフォームを用いることで、①リアルタイムに
情報を共有することが可能となる、②電話と異
なり患者の自由な時間にモニタリングをする
事が可能となり患者の負担が軽減すること、③
簡便な介入を少ない労力でできること、などの
利点がある。その結果、従来医療資源上の制約
で実現が困難であった多職種協働マネジメン
トシステムがより少ない資源で実現可能とな
る。国内外において、高齢がん患者を含め、外
来モニタリングに使用している報告が散見さ
れるようになった。 
 そこで、われわれは、わが国でも可能となっ
たクラウドタイプの情報共有プラットフォー
ムを用いて、包括的マネジメントシステムを構
築し、その実施可能性を検証することを計画し
た。より具体的には、高齢進行がん患者を対象
とし、外来通院中の患者に対してクラウド情報
共有プラットフォームをベースに、①包括的ア
セスメントである高齢者総合的機能評価
(Comprehensive Geriatric Assessment: CGA)
をおこない、社会的要因を配慮したマネジメン
トプランを作成、②同時に ICT 技術を用いた症
状モニタリングシステムをわが国で初めて導
入して組み込み、③マネジメントを担当する看
護師を中心とした支援をおこない、病状に合わ
せた「間に合わなくならない」コーディネーシ
ョンが行えるかを検討することとした。 
 
 
Ｂ．研究方法 
1. 対象 

1.1. 選択基準 
選択基準：以下のすべてを満たす患者を対象と
する。 
(1) 非小細胞肺がんが細胞学的・組織学的に確
認されている患者 
(2) IV 期であると診断された患者 
(3) 分子標的薬治療中の患者、あるいは経過観
察中の患者 
(4) 国立がん研究センター東病院に外来通院中
の患者 
(5) 65 歳以上の患者 
(6) 日本語の読み書きが可能である患者 
(7) 研究参加に関する同意の得られた患者 
 
1.2. 除外基準：以下のいずれかを満たす場合
除外する。 
(1) 明らかな意識障害のある患者 
(2) 痛み、呼吸困難、倦怠感、吐き気・嘔吐な
どの身体症状が重篤で、担当医または調査
担当者が研究の参加に妥当でないと判断
した患者 
(3) せん妄や認知症などの精神症状が重篤で、
担当医または調査担当者が研究の参加に
妥当でないと判断した患者 
(4) 別の介入研究の対象患者であり、かつ担当
医または調査担当者が本研究による介入
が望ましくないと判断した患者 
(5) その他担当医または調査担当者が研究への
参加が不適であると判断した患者 
 
2. 観察・検査項目と方法 
2.1. 観察・検査項目 
(1) 高齢者総合的機能評価(Comprehensive 
Geriatric Assessment) 
がん患者専用に調整した高齢者総合的機能評
価(Cancer-Specific Geriatric Assessment : 
CSGA)日本語版をもととする。 
 
1)医学的社会的患者背景  
以下の情報を、カルテから収集する。 
①背景情報：年齢、性別、身長、体重、BMI 
 
②治療に関する情報：病名、(がんの組織型、
病期)、既往歴、これまでの治療内容、末梢血
算（白血球数、好中球数（ANC：桿状核球＋分
節核球）、ヘモグロビン、血小板）、血液生化
学（総蛋白、アルブミン、総ビリルビン、AST、
ALT、BUN、クレアチニン、LDH、カルシウム、
ナトリウム、カリウム、CRP、FBS（空腹時血糖））、
喫煙･飲酒歴  
 



③全身状態：Performance Status（ECOG 基準に
よる）、介護申請の状況、サルコ ペニア（筋肉
量の減少）の有無 
 
2)身体機能 
主に診療録より、Activities of Daily Living
（ADLs）、Instrumental Activities of Daily 
Living (IADLs)、Timed Up and Go (TUG)、
Karnofsky Performance Scale (KPS)、過去 6
ヶ月間の転倒の回数、の情報を収集する。 
①Activities of daily living（ADL） 
診療録より情報を収集する。 
The Medical Outcomes Study で作成された MOS 
Physical Health の ADL 調査票であり、信頼性
妥当性とも検証されている。Basic ADL 10 項目
を評価する。 
 
②Instrumental activities of daily living
（IADL） 
診療録より情報を収集する。 
The Duke Older Americans Resources and 
Services (OARS) で 用 い ら れ た
Multidementional Functional Assessment 
Questionnaire (MFAQ)の IADL 調査票である。
OARS MFAQ は、在宅高齢者の機能レベルとニー
ズを把握するために用いられ、7 項目を 3 段階
の Likert scale で評価する。米国では在宅高
齢者 6000 名以上の追跡調査に用いられ、 信頼
性・妥当性とも検証されている。 
 
③Karnofsky Performance Rating Scale 
診療録より情報を収集する。 
がん患者の日常活動を遂行する能力を計るた
めの標準的な方法。カルノフスキーのパフォー
マンススコアは 0点から 100 点まである。スコ
アが高いほど、患者が日常活動をよりよく行え
ることを意味している。患者の予後の判定、活
動能力の変化の測定、臨床試験に参加できるか
どうかの決定などに用いられる 
 
④Timed Up and Go 
定量的行動機能評価方法の一つで、歩行動作と
姿勢反射の安定度と敏捷性を評価する。通常、
肘掛け椅子を置き、そこに座った状態から起立
し、通常の歩行速度で 3m ほどの距離を往復し
再び座るまでに要する時間を測定する。要した
時間が 14 秒以上の場合、3 年後の IADL 低下の
リスクが 3.3 倍、17 秒以上で ADL 低下リスクが
2.9 倍と報告され、fraility の指標の一つであ
る。 
 

⑤過去 6ヶ月間の転倒の回数 
行動機能評価方法の一つで、歩行の安定性を評
価する。 
 
3)合併症評価: Cumulative Illness Rating 
Scale in Geriatrics（CIRS-G） 
診療録より情報を収集する。 
 CIRS-G は、高齢者の身体疾患を評価するツー
ルである。14 臓器について、「0：問題なし」
から「4：非常に重篤/緊急の治療を要する/末
期の臓器不全/重篤な機能障害」の 5 点法で評
価する。一つでも「3：重篤/常に重篤な障害/
コントロールできない慢性的問題」以上の評価
となった項目ある場合、もしくは 14 項目全て
の点を加算し 10 点以上となった場合、合併症
あり、と評価する。 
 
4 ） 栄 養 状 態 評 価 : Subjective Global 
Assessment（SGA） 
 診療録より情報を収集する。 
 SGA は、栄養状態を主観的に包括評価するた
めのツールである。体重変化・食物摂取の変
化・消化器症状などの患者の記録と、身体所見
を総合して評価する。疾患罹患による変化を含
み評価するため、臨床場面でのスクリーニング
に多用されている。 
過去 6ヶ月間の体重減少と、医療者による Body 
Mass Index 評価、嚥下機能も併せて評価する。 
 
5）認知機能評価 
①Montreal Cognitive Assessment 日本語版
(MOCA-J)  
 実施されていれば診療録より収集する。実施
されていない場合は対象者より聴取する。 
 MOCA-J は、簡易認知機能検査法の一つである。
従来の認知機能検査とは異なり、実行機能、視
空間認知機能検査を持ち、認知症の前段階であ
る 軽 度 認 知 機 能 障 害 (Mild Cognitive 
Impairment: MCI)を評価する事が可能である。
また、皮質下性認知機能障害も検出することが
可能であり、悪性腫瘍の脳転移による認知機能
障害の検出力に優れている。日本語版の信頼
性・妥当性も検証されている。 
 
②Confusion Assessment Method（CAM） 
 MOCA-J とあわせて実施する。 
CAM は一般病棟において、簡便かつ検証結果が
的確であることから、せん妄を検知する手段と
して広く世界的に使用されている。これまで
250 以上の論文において使用されており、世界
6 カ国語以上の言語に翻訳されている。専門医



による包括的な精神病理診断を外的基準とし
て、94～100%の感度、89～95%の特異度、そし
て高い評価者間信頼性が示されている。 
 
6）抑うつ症状評価  
 実施されていれば診療録より収集する。実施
されていない場合は対象者より聴取する。 
Quick Inventory of Depressive 
Symptomatology – Self Report 日 本 語 版
(QIDS-SR) 
Quick Inventory of Depressive 
Symptomatology – Self Report (QIDS-SR)は、
2003 年に開発された自己記入式うつ病評価尺
度である。アメリカ精神医学会の大うつ病の診
断基準(DSM-IV)と完全に対応した症状評価が
できる特性を持ち、従来のうつ病の golden 
standard に代わって用いることができること
が示されている。スクリーニング尺度としても
用いられている。日本語版の信頼性・妥当性も
検証されている。 
 
7)内服薬 
診療録より情報を収集する。 
現在内服中の薬剤を一覧で記載する。CGA では
薬剤の多剤併用による有害事象のリスクを評
価するために、内服薬全てをリストアップし確
認する。リストアップした薬剤は、日本老年医
学会による「高齢者の安全な薬物療法ガイドラ
イン」の「高齢者に対して特に慎重な投与を要
する薬物リスト」に沿ってリスク評価を行う。 
 
8)社会機能：Medical Outcomes Study Social 
Activity Limitations Measure  
実施されていれば診療録より収集する。実施さ
れていない場合は対象者より聴取する。上記
Medical Outcomes Study(MOS)で作成された尺
度で 4項目からなり、身体的・心理的要因で社
会活動がどれくらい阻害されたかを評価する。
信頼性・妥当性とも検証されている(13)。 
 
9) 社会的支援：MOS Social Support Survey  
 実施されていれば診療録より収集する。実施
されていない場合は対象者より聴取する。上記
MOS で用いられた社会的支援の強さを
emotional support/informational support、
tangible 、 affectionate 、 positive social 
interaction の 4 点から評価する。CSGA ではそ
のうち、2 項目を採用しており、日本語版でも
同様の 2項目を用いる。 
 
(2)Edmonton Symptom Assessment Scale 

revised 日本語版(ESAS-r 日本語版)  
対象者より最初の 3週間は週に 2回実施し、そ
の後は週に 1 回定期的に記載を依頼する。
ESAS-r はがん患者の身体・精神症状を包括的に
モニタリングするための自己記入式質問票で
ある。身体・精神症状 9項目と患者に応じて選
択する自由記載項目 1項目からなり、それぞれ
0～10 点、11 段階のリッカートスケールで評価
する。 
 
(3)European Organization for Research and 
Treatment for Cancer QLQ-C 30 (EORTC 
QLQ-C-30) 
 3 ヶ月に 1回、対象者より聴取する。 
 EORTC QLQ-C30 は、患者の Quality of Life
を評価する自記式質問票である。5 つの機能尺
度（身体的・役割・認知的・気分的・社会的）、
3 つの症状尺度（倦怠感・疼痛・悪心嘔吐）、
総合的 QOL 尺度など 30 項目よりなる。本尺度
の日本語版の信頼性・妥当性はすでに確立して
いる(Kobayashi 1998)。 
  
(4)Functional Assessment of Cancer 
Therapy-Lung (FACT-L) 
 3 ヶ月に 1回、対象者より聴取する。 
FACT は、1993 年に Cella らによって開発され、
がん患者の生活の質を評価するために世界で
繁用されている自己記入式のQOL評価票であり
11）、健康関連 QOLの核をなす 4つのドメイン、
すなわち身体面、社会面、心理面、機能面を測
定する項目から構成される。様々ながん種にお
ける評価尺度が開発されている。 
FACT-L は肺癌に特異的な尺度であり、日本語版
の妥当性・信頼性は既に確立されている 12）。
また、FACT-L の項目のうち、肺癌に特化したス
ケールである Lung cancer subscale(LCS)およ
び身体・機能面の評価を中心としたスケールで
ある Trial Outcome Index（TOI）スコアを抽出
することが可能である。 
 
上記評価項目のうち、対象者より定期的に回答
を聴取する項目は (2)、(3)、(4)である。 
 
2.2. 対象者のリクルート 
 本研究に対する協力を、患者の担当医に依頼
する。研究コーディネーターが適格規準を満た
す外来・入院患者を抽出し、外来においては外
来受診時に、入院においては入院後に担当医あ
るいは研究担当者が該当する患者に本研究の
簡単な概要を説明する。研究参加に関して口頭
で同意を得られた場合に、研究協力者により、



文書を用いて本研究の詳細な説明を行い、書面
にて同意を得る(別紙 1)。事務局は適格性を確
認した上で登録を行う。 
 
2.3. 介入方法 
 本研究における介入は、①高齢者総合的機能
評価 (Comprehensive Geriatric Assessment: 
CGA)と、②看護師を中心とした多職種協働ケア
の介入とする。 
 
包括的アセスメント 
ICT の支援を受けたマネジメントは、関連する
研修を受けたマネジメント担当看護師が実施
する。研修の内容に関しては、ガイドラインに
準拠したあらかじめ定めた指針に基づく身体
症状管理、精神症状管理、アドヒアランスを維
持するための教育的介入方法、介護や社会福祉
に関するエビデンスに基づいたコーディネー
トに関する知識を含める。 
 マネジメント看護師は、介入時に CGA を全例
に施行し、その結果をもとにマネジメントプラ
ンを緩和ケアチームと共同で作成し、担当医と
相談しマネジメントプランを決定する。マネジ
メントプランには、ESAS-r の症状変化の評価の
間隔ならびに変化をした場合の対応方法につ
いてあらかじめ定める。 
CGA は介入 3 か月ごとにも実施し、マネジメン
トプランを定期的に見直すほか、状態が変化し
た場合には随時評価をし直す。 
 マネジメント看護師は、週に 1回定期的に緩
和ケア科医師、精神腫瘍科医師、薬剤師を含め
る多職種カンファレンスの機会を持ち、介入方
法を検討する。検討した内容をもとに担当医と
相談をし、マネジメント内容を調整する。担当
医とは随時連絡をとりながら介入を実施する。 
 マネジメント看護師および担当薬剤師は、外
来受診時に患者と面接を実施する。外来と次の
外来との間には、上記の定期的な面接以外に、
定期的な症状モニタリングの結果症状の増悪
がある場合、あるいは症状コントロールが不良
の場合、薬剤のアドヒアランスが不良の場合、
薬剤の有害事象が疑われる場合、患者が連絡を
希望した場合に、電話または直接面接をする。 
 
定期的な症状モニタリング 
 定期的な症状モニタリングは、ICT クラウド
システムを用いたウェブ上の情報共有システ
ムを用いておこなう。あわせて、患者の意向に
応じてマネジメント看護師による電話でのモ
ニタリングもおこなう。 
 症状モニタリングは、Edmonton Symptom 

Assessment Scale revised 日本語版 (ESAS-r
日本語版)を基とし、薬剤のアドヒアランス、
有害事象の有無、マネジメント看護師への連絡
希望の有無をあわせて尋ねる。 
 症状モニタリングは、最初の 3 週間は週に 2
回実施し、その後は週に1回定期的におこなう。
治療が変更になった場合には、モニタリングの
機会を随時追加する。 
 もしも患者が定期的なモニタリングを送ら
なかった場合には、マネジメント看護師が電話
をかけ、状況を確認する。 
 
マネジメント 
 マネジメント看護師は、どのような身体症
状・精神症状緩和の対応がおこなわれているか
を把握し、適切な対応がおこなわれ、望まれる
効果が得られているかを確認する。もしも、症
状緩和が十分でない場合、薬剤が不適切に使用
されていたりアドヒアランスの問題がある場
合には、指示された治療を実施するために簡便
な教育的介入を薬剤師とともにおこなう。教育
的介入は、厚生労働科学研究費補助金：第 3次
対がん総合戦略研究事業：がん対策のための戦
略研究：課題「緩和ケア普及のための地域プロ
ジェクト」で開発された緩和ケアプログラム
「ステップ緩和ケア」ならびに National 
Comprehensive Cancer Network (NCCN)のガイ
ドライン、日本緩和医療学会の疼痛治療のガイ
ドラインに沿って作成したプログラムを用い
た段階的ケアをおこなう。 
 
3. 予測される利益と不利益 
3.1.研究に参加することにより期待される利
益 
 本研究に参加することにより期待される直
接の利益はない。しかし、通常の外来診療に比
して、症状モニタリングの間隔が短くなり、症
状マネジメントの機会が増えることから、より
適切な時期に支援が実施され、症状コントロー
ルが改善する可能性がある。 
 通常の医療行為による保険診療点数につい
ては、本研究参加期間中も医療費として患者の
自己負担となる。 
 
3.2．対象者に対する予測される危険や不利益 
研究内で行われる介入は通常臨床で行われ
ている範囲内のものであり、本研究に参加する
ことで特別なリスクや不利益は生じない。通常
の外来診療に比して、モニタリングが頻回にな
るために、モニタリングに回答する時間（1 回
あたり 10 分程度）の負担が増すことが考えら



れる。 
 評価項目の質問紙に回答する所要時間は 20
分程度であり、質問内容も平易であることから、
本研究の実施によって対象者に与える精神
的・身体的不利益は基本的にないと考える。た
だし、各質問票の中には心理的問題を扱う設問
もあり、心理的侵襲が生じる可能性もあるため、
インタビューの際には負担の軽減に努め、もし
も専門家との相談の希望があれば精神科医が
対処する。治療にかかる費用については、健康
保険の範囲内で対象者が負担する。 
 
3.3．社会に対する貢献 
 本研究を実施する事により、ICT を利用した
多職種によるマネジメントシステムの実施可
能性を明らかにすることができる。実施可能性
が示された場合には、本研究に引き続いて予定
している本システムの効果の検証とあわせて、
わが国の医療体制で実現可能な外来における
多職種協働ケアのシステムの確立に貢献する
ことができる。 
 
4. 症例数と研究期間 
4.1. 症例数 
(1)目標症例数 50 例。 
(2)算定根拠 
国立がん研究センター東病院で肺がんⅣ期
と診断される患者は、年間約100名程度であり、
このうち対象となる患者は 80％程度であると
推測される。本研究は実施可能性試験であり、
同様の先行研究にならい 30 例程度の症例集積
を予定する。脱落症例が 20％程度いること、シ
ステムを途中で変更し、変更後の実施可能性も
確認することを考慮し、本研究のエントリー数
は 50 例を目標とする。 
 
4.2. 研究期間 
 研究許可日から 2年間とする。 
 
5. エンドポイント 
5.1. プライマリ・エンドポイント 
6 ヶ月後のマネジメント完遂率 
 
5.2. セカンダリ・エンドポイント 
(1) 6 ヶ月後の QOL 評価(FACT-L、QLQ-C30) 
(2) 3 ヶ月後、12 ヶ月後の QOL 評価(FACT-G、
QLQ-C30) 
(3) 6 ヶ月後の CGA スコア 
(4) 6 ヶ月間の入院日数 
(5) 介入期間中、外来にて行われたコーディネ
ート件数と導入された医療資源の数と頻

度 
(6) ESAS-r スコア 6点以上の日数 
(7) ESAS-rスコア 6点以上が報告されてから対
応されるまでの時間 
(8) 実施された介入内容の記述 
 
6. 統計解析 
6.1. 主要な統計解析 
 プライマリ・エンドポイントに関する判定は、
6ヶ月後のマネジメント完遂率が50％以上であ
れば研究に妥当性があり、実施可能であると判
断することとする。 
 進行終末期患者に関する先行の研究では、実
施率は 39-60％）との報告がある。また、新規
に進行肺がんと診断された患者に対する包括
的な緩和ケア介入に関する先行する実施可能
性試験では、50％以上の完遂率で妥当性がある
と定義している（Temel ら，2007）20）。本研
究では、従来の進行がん患者を対象とした縦断
研究と同等の完遂率が必要と考え、50％以上で
妥当性があると判定することとした。 
 
6.2. 副次的な統計解析 
(1) 6 ヶ月後の QOL 評価(FACT-L、QLQ-C30)、(2) 
3 ヶ月後、12 ヶ月後の QOL 評価(FACT-G、
QLQ-C30)、 (3) 6 ヶ月後の CGA スコアの変化に
ついては、反復測定分散分析法により解析する。 
 
(2) 6 ヶ月間の入院日数、外来にて行われたコ
ーディネート件数と導入された医療資源の数、
頻度、ESAS-r スコア 6 点以上の日数、ESAS-r6
点以上が報告されてから対応されるまでの時
間、教育的介入の件数、については、単純記述
統計を行う。 
 
(3) 実施された介入内容に関しては、介入記録
をもとに患者・家族には①本システムの有用性
ならびに利用上の問題点、②利用した満足度・
推奨するか否かを定めたフォーマットに従い
インタビューをおこなう。あわせて、マネジメ
ントに参加した医療従事者を集めてフォーカ
スグループを実施し、介入内容およびその改善
点についてテキストマイニング法による質的
検討をおこなう。 
 
 
（倫理面への配慮） 
研究の施行にあたり，国立がん研究センター
倫理審査委員会の承認を得た。また，本研究へ
の協力は個人の自由意思によるものとする。 
 



 
Ｃ．研究結果 
 上記研究計画を作成し、施設内の研究倫理審
査委員会の承認を経て、2013 年 4 月 11 日より
登録を開始した。 
 実施対象は同意を取得した 51 名（男性 17 名
/女性 34 名）であった。各々の平均年齢は男性
74.4 歳、女性 71.2 歳であった。対象者の介護
認定区分は、未申請 39 名、申請中 1 名、申請
したが非該当 2 名、要支援 1 3 名、要介護 2 4
名、要介護 3 2 名であった。 
 
1. 完遂率 
6 ヶ月間のマネジメント完遂 41 名、転院により
終了 4名、死亡により終了 2名、体調不良によ
る途中終了 1名、同意後拒否 3名であった。完
遂率は 92%であった。 
 
 
Ｄ．考察 
 クラウドタイプ情報共有プラットフォーム
を用いた多職種による包括的マネジメントシ
ステムを構築し、その実施可能性を検証し、そ
の実施可能性は示された。今後、副次解析を進
め、CGA に基づく介入の最適化を行い、介入プ
ログラムの修正を行った上で、検証試験を進め
る予定である。 
  
 
Ｅ．結論 
 ICT 技術を用いた包括的マネジメントシステ
ムを開発し、その実施可能性を明らかにした。 
 
 
Ｆ．健康危険情報 
 なし 
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   研究要旨 

本研究の目的は、東日本大震災のがん緩和・在宅医療における経験を、
東南海地震の発生が予測される地域での医療福祉従事者が共有し、地震 
による災害被害の予防、発生時の対応に生かすための患者家族・医療者向
け資料を作成することである。2012 年度に行われた東日本大震災時にが
ん緩和・在宅医療に関わっていた東北地方の医療従事者を対象としたイン
タビュー調査をもとに、2013 年度に大規模災害が生じた場合の災害被害
の予防になること、医療福祉従事者が知っていると役に立つことをまとめ
た「患者家族向け冊子」（パイロット版）を作成した。2014 年度はパイ
ロット版を試験配布した地域の意見を集約し修正したものを全国に配布
した。 
 

 
 
 
Ａ．研究目的 
本研究の目的は、東日本大震災のがん緩和・
在宅医療における経験を、東南海地震の発生が
予測される地域での医療福祉従事者が共有す
るための、患者家族・医療者向け資料を作成し、
地震による災害被害の予防、発生時の対応に生
かすことである。 
 
 

 
 
 
Ｂ．研究方法 
 東日本大震災時にがん緩和・在宅医療に関わ 
っていた東北地方の医療従事者 30 名を対象と
したインタビュー調査を質的に解析した。医学
中央雑誌のデータベース、一般図書、Web 上の
情報から、東日本大震災時のがん緩和・在宅医
療に関する記載のある文献を系統的に検索し、
質的に分析した。上記の解析をもとに、実際に
東日本大震災を体験した多職種の研究協力者



を含めた議論を行い、東南海地震を想定して大
規模災害が生じた場合の災害被害の予防にな
ること、実際に現場の医療福祉従事者が知って
いると役に立つことをまとめた冊子を作成し
た。作成した冊子を、東海地域の医療福祉従事
者に配布した。 
 パイロット版に関する意見を集約して冊子 
に修正を加えたものを全国に配布した。 
 
 
Ｃ．研究結果 
 冊子「大規模災害に対する備え がん治療・
在宅医療・緩和ケアを受けている患者さんとご
家族へ ―普段からできることと災害時の対
応―」を作成した。内容は、「一般的な災害へ
の備えと対応」、「がん治療・抗がん剤による
治療を受けている方へ」、「医療用麻薬を使用
している方へ」、「電動ポンプを使用している
方へ」、「酸素療法を行っている方へ」、「た
んの吸引を行っている方へ」、「自宅で人工呼
吸器を使用している方へ」の 7章と、参考資料
として「外部電源の確保の方法」「医療用麻薬
の代わりの薬リスト」「災害直後に出されたが
ん・在宅・緩和医療に関係する主な通知類」「役
立つ情報集」から構成されている。 
作成した冊子は、都道府県の防災担当部署、
都道府県医師会、都道府県の訪問看護ステーシ
ョン連絡協議会、がん診療連携拠点病院、日本
在宅医学会理事、在宅療養支援診療所連絡会に
会員登録されている診療所のうち南海トラ   
フ地震で大きな被害が想定されている地域の
診療所合計 983 施設に配布した。 
これらの PDF 版を国立がん研究センターホ
ームページ上に公開する予定である。 
 
 
Ｄ．考察 
 医療者を対象とした大規模災害への備えや
災害時のマニュアルとしては、市町村や都道府
県で作成されているものや、施設ごとに作成さ
れたものが web 上で公開されているが、がん緩
和・在宅医療をうけている患者・家族を対象と
して、具体的に普段から備えておくこと、災害
時の対応に焦点をあててまとめられたものは
ほとんどなかった。 
 本冊子は、東日本大震災の経験をもとに、が
ん治療、緩和ケア、在宅医療をうけている患

者・家族が「今」備えておけることを中心に記
載されている。患者・家族向けに作成されてい
るが、医療福祉従事者と一緒に読み、災害への
備えについて考えることを想定した。現場のレ
ベルで行える、具体的な内容が記載されている
ため、患者・家族が行動にうつしやすいのでは
ないかと考える。また医療福祉従事者にとって
も、患者・家族と具体的な対応を話し合ってお
く機会になることが予想される。 
 本冊子は試作されたものであり、実際に使用
された上での有用性についてはまだ評価でき
ていない。 
 
 
Ｅ．結論 
 東日本大震災のがん緩和・在宅医療における
経験を、東南海地震の発生が予測される地域で
の医療福祉従事者が共有し、地震による災害被
害の予防、発生時の対応に生かすための、冊子
を作成し、全国へ配布、ホームページに公開し
た。 
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研究要旨 
がん在宅医療においてせん妄は多くみられる精神疾患であるが、そ
のうち治療可能性の比較的高いものが多いにもかかわらず、実際には
対応に難渋するとの理由でやむを得ず在宅医療が中断され入院に至
るケースが存在している。そこで、在宅医療に携わる医師や訪問看護
師が、せん妄について正確に診断できるのみならず治療可能性に関し
ても評価できる知識やスキルの習得を目的とした教育プログラムを
構築する。 

    
 
 
 
                
Ａ．研究目的 
 せん妄はがん在宅医療において高頻度にみ
られる精神疾患であり、在宅医療の障壁となり
うる。よって、在宅医療に携わる医師や看護師
がせん妄に関しての知識やスキルを習得する
ことが重要である。本研究では、ロールプレイ
を用いたせん妄研修会の開発を目的とする。 
 
 
Ｂ．研究方法 
 在宅医療におけるせん妄への対応について、
知識やスキルを盛り込んだビデオを作成する。   
臨床経験 5年以上の在宅医及び訪問看護師 

 
を対象とし、せん妄研修会を行う。研修会では、 
がん在宅医療におけるせん妄の特徴や対応な 
どについての講義を行い、また前述のビデオに 
て学習を行う。また、模擬家族を用いたロール
プレイにより、診断・治療などのスキルを習得
する。 
 
 
Ｃ．研究結果 
 平成 26 年 8 月 9 日に室蘭（医師 4名、看護
師 6名）、同年 8月 30 日に佐賀（医師 3 名、
訪問看護師 7名、薬剤師 1名、ケアマネージャ
ー3名、栄養士 1名、介護職 6名、管理者 1名）、



同年 9月 6日に横浜（医師 5名、看護師 26 名、
ケアマネ 2名）、同年 9 月 27 日に大船渡（医
師 1 名、訪問看護師 12 名、理学療法士 4 名）
で研修会を開催した。合計で 82 名の参加を得
た。研修会前後で自信度などを問う質問紙によ
る調査とせん妄の知識を問うテストを行い、比
較を行った。 
 
 
Ｄ．考察 
 テストはせん妄の知識を問うもので 10 問か
らなる。研修会の前後で同一内容の試験を行 
い比較検討したところ、研修前に行ったテスト 
は平均値 5.52、標準偏差 1.21、研修後のテス
トは平均値 7.01、標準偏差 1.34 であった。テ
ストの合計点平均値を対応のある t 検定で比
較したところ、p=0.030（＜0.05）となり、有
意に差があると考えられた。 
 また、質問紙調査では、自己効力感などを問
う質問(10 件法)に関して、研修前の平均値が
59.80、標準偏差 36.22、研修後の平均値が
113.98、標準偏差 37.80 であった。対応のある
t 検定では、p=0.000（＜0.05）となり、同様
に有意差を認めた。 
 各研修会場地別に見ても、テスト結果と自己
効力感どちらにおいても有意な差が認められ
た。 
なお、実施したテストと質問の内容について
は、別紙１および２を参照されたい。 
 
 
Ｅ．結論 
 平成 25 年度の報告においては、サンプルサ
イズの小ささを問題点として挙げていたが、今
年度は 82 名の参加者を得、新たに比較検討を
実施し、有意な効果が示された。このことから、
本研修会は参加者に対して一定の満足度と効
果を与えることができたと考えられる。 
 今後の課題として、全国各地で同様の効果が
得られる研修会を開催していけるように、指導
者育成プログラムを検討することが挙げられ
る。 
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   研究要旨 

質の高い在宅医療の推進は我が国の喫緊の課題であり、これは東日
本大震災の被災地においても例外ではない。本研究では、在宅医療ス
タッフを対象とした、精神心理的苦痛を有する患者のケア向上に資す
る教育プログラムの開発を行うとともに、そのプログラムの有用性を
検討することを主たる目的とした。研修会事前のインターネットを用
いた講義 30 分間と、ロールプレイを中心とする 4 時間 30 分の研修会
からなるプログラムを開発し、21 名の訪問看護師に対して実施した。
実施前後で精神心理的苦痛を有するがん患者へのケアの自信、知識に
関する自記式質問票を施行し、プログラムの有用性を検討した結果、
本教育プログラムが、ケアに関する自信を改善しうることを予備的に
示した。 
 
 
 

 
 
Ａ．研究目的 
 質の高い在宅医療の推進は我が国の喫緊の
課題であり、これは東日本大震災の被災地にお
いても例外ではない。中でも、在宅医療におい
ても精神症状緩和を含む緩和医療が求められ
るが、在宅医療スタッフは患者の精神心理的苦
痛の評価や、それを有する患者に対するケアに
困難を感じている。 
 本研究では、在宅医療スタッフを対象とした、
精神心理的苦痛を有する患者のケア向上に資
する教育プログラムの開発を行うとともに、そ
のプログラムの有用性を検討することを主た
る目的とした。 
 
 
Ｂ．研究方法 
［教育プログラムの開発］ 
 我々は本研究に先立ち、がんに関する専門・ 

 
認定看護師を対象とした精神症状教育プログ 
ラムを開発・実施し、その過程のなかで、１． 
専門あるいは認定資格を有した看護師にとっ
ても精神的側面に関するコミュニケーション
は難易度が高いこと、２．コミュニケーション
スキルを改善するうえでは、講義形式の坐学で
はなくロールプレイが有用であること、３．連
続した二日間の長時間のプログラムは参加者
にとって負担が大きいこと、などを経験した。 
 そこで、これらの経験を踏まえて、本教育プ
ログラムでは、従来のプログラムを改訂し、以
下の３つの要素を重点的に取り入れることと
した。1．在宅医療スタッフが、患者の精神心
理的苦痛に注意し、感情に焦点を当てた会話を
用いて、支持的なコミュニケーションをするこ
とができることをゴールとすること、2．ロー
ルプレイを中心とする研修内容とし、その理解
を深めるために、コミュニケーションの実例を



盛り込んだ DVD を作成すること、3．均てん化
を考慮し、開催および実施可能性を高める工夫
を取り入れること。 
 昨年度の本研究班の成果として、インターネ
ットを用いた講義 30 分間と、ロールプレイを
中心とする 4 時間 30 分の研修会からなるプロ
グラムを開発した。DVD に関しては、在宅医療
の現場を想定し、「患者と支持的コミュニケー
ションを行う」「家族と支持的コミュニケーシ
ョンを行う」という 2 つのパターンを収録し、
1．気持ちについて尋ねる、2．感情を同定する、
3．感情の背景を尋ねる、4．理解したことを自
分で伝える、という支持的コミュニケーション
の実際を解説した内容とした。 
 開催実施可能性を高める工夫としては、1．
講義を研修会前にインターネットで行うこと、
2.研修会所要時間を半日程度とすること、3.
プログラムにおけるファシリテーターは特に
精神腫瘍学や緩和ケアの経験を有しない心理
学部大学院生 10 名が行うこと、とした。なお
心理学部大学院生に対しては、プログラム実施
に先立ち、半日のファシリテーター研修会を開
催した。 
［教育プログラムの効果の検討］ 
対象：在宅医療に関わるスタッフ、特に訪問看
護師を対象とした。 
介入：前述の教育プログラムを実施した。 
評価項目：実施前後で、我々が先行研究におい
てデルファイ法を用いて開発した「通常の心理
反応へのケア」に関する自信、知識に関する自
記式質問票を施行した。主要評価項目である自
信は 0-10 の Numerical Rating Scale 3 項目
から構成され、総合スコアは 0-30 点の範囲で
スコアリングされ、高得点がより自信があるこ
とを意味する。副次評価項目である知識は、正
誤を問う質問 4項目から構成され、総合スコア
は 0-4 点に分布し、高得点がより正しい知識を
有していることを意味する。また実施終了後、
自由記載での感想を求めた。 
統計解析：一群前後比較(対応のある t 検定)
を行った。 
 
（倫理面への配慮） 
 本研究は医療従事者を対象とした教育に関
する研究であり、有害事象などもほとんど生じ
ないと考えられることから、文書により研究協
力の依頼を行い、調査票への回答をもって協力

の同意とみなした。 
 
 
Ｃ．研究結果 
［教育プログラムの効果検討］ 
 今年度は、新たに 10 名の看護師を対象に本
プログラムを実施し、昨年度の参加者と合わせ、
計 21 名から有効回答を得た。 
 参加者の背景は、平均年齢 50 歳、看護師と
しての経験年数は平均 26 年、14 名が介護支援
専門員の資格を有していた。 
 統計解析の結果、がん患者へのケアに関する
自信は統計学的に有意に改善した(介入
前:14.0±5.7、介入後：19.1±4.6、p<0.05)。
ケアの知識については有意な改善を認めなか
った(介入前:3.8±1.0、介入後：4.2±1.1、
p=0.17)。 
 

 
 
 自由記載での感想では、「気持ちについて尋
ねるための時間を持つことが大切と感じた」な
ど、気持ちに関するコミュニケーションの重要
性への気付きに関する感想が得られたほか、
「ロールプレイを通して、患者や家族の想いに
配慮する重要性を再認識し、どう対応したら満
足あるいは想いを引き出すことが出来るのか
わかった」など、ロールプレイ学習が有効であ
ったとの回答が得られた。 
 精神心理的苦痛の訴えなど、参加者への有害
事象は認めなかった。 
 
 
Ｄ．考察 
 在宅医療スタッフを念頭においた、精神心理
的苦痛を有する患者のケア向上に資する半日
の簡便な教育プログラムを開発するとともに、
本教育プログラムによって、訪問看護師のここ
ろのケアに関する自信を改善しうることを示
した。一方、知識については有意な改善が得ら



れなかったが、これはプログラム実施前スコア
がすでに高得点であることから、天井効果によ
るものの可能性が考えられた。これは参加者の
知識レベルが高かった可能性あるいは知識を
問う項目が容易すぎた可能性等が考えられ、今
後同種の研究を実施するうえで設問内容の工
夫が必要であることが示唆された。 
 本結果が、1．インターネット学習採用、2．
研修会の短時間化、3．心理学部大学院生によ
るファシリテーションによる開催に伴う人的
資源削減、などの実施可能性を高める工夫を採
用したプログラムによって得られたものであ
ることに特筆すべき意義があると考える。 
 本研究で扱ったこころのケアは、通常の心理
反応と言われるごく軽度の精神心理的苦痛を
念頭においたものであり、本プログラムの修了
のみで、うつ病・適応障害といったより重篤な
精神心理的苦痛に対処できるようになるわけ
ではないことに留意が必要である。一方でこの
ような重篤な精神心理的苦痛を有する患者こ
そ支援が必要であることから、今後、本プログ
ラムの開発で得られた知見を活かして、本プロ
グラム修了者が次段階として重篤な精神心理
的苦痛について学ぶことができるプログラム
の開発が必要と考える。 
 
 
Ｅ．結論 
 簡便でかつ実施可能性が高い在宅医療スタ
ッフのためのこころのケア教育プログラムを
開発し、それが訪問看護師のケアに関する自信
を高めることに有用であることを示した。 
 
 
Ｆ．健康危険情報 
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   研究要旨 

       患者の希望する療養の場で最適のがん治療が継続できるように、が
んパスを利用した新しい在宅システムの構築を目指す。第一段階とし
て、がん患者が真に希望する療養の場を、初診の段階で把握し、その
後の治療選択を対話により的確にサポートする必要がある。平成 24 年
度「薬物治療を受ける進行肺がん患者に対する意思決定サポート介入
の認容性および在宅支援導入改善効果に関する前向き調査研究」を計
画し、倫理員会の承諾を得たので患者登録を開始した。この観察研究
では、介入自体の認容性とその介入による在宅支援導入の増加を前向
きに検証する。平成 26 年年 12 月に、症例登録予定 60 例中 41 例の登
録が終了した時点で、登録終了としプロトコールに規定される観察期
間に移行した。登録に時間を要していたことと各群 20 例でも十分解析
できることなどが登録終了の理由である。今年度は昨年度に引き続き、
大規模災害時のがんに関する診療情報の重要性を市民がどの程度認識
しているか、その情報をどのように共有するかを問うアンケート調査
を、ピアサポート活動の講演会に付随して神奈川県相模原市、熊本県
上天草市で行った。上天草市では病院幹部に災害時の対応に関するイ
ンタビューを行った。 

  
 
 
 
Ａ．研究目的 
１．薬物治療を受ける進行肺がん患者に対する
意思決定サポート介入の認容性および在宅支
援導入改善効果に関する前向き調査研究 
（１）薬物治療の適応となる進行非小細胞肺が
んの患者に対して、初回入院時から治療中定期
的に療養の場や終末期診療のあり方を含む意
思決定サポートを行い、地域連携や在宅支援な
どの導入率が向上するかどを検討する。 
（２）意思決定サポートが不安や抑うつを悪化
させるかどうかを調べる。 
（３）がん診療地域連携クリティカルパス使用
の有無別に QOL、不安抑うつに差があるかどう
かを検討する。 

 
２．災害時のがん診療に関するアンケート 
治療中のがん患者さんの医療情報を、災害に 
強い形で保存する方法について明らかにする。 
 
３．地域のがん診療中核病院に対する災害時が
ん診療連携に関するインタビューがん診療連
携拠点病院ではないが、がん診療も担う地域中
核病院において、災害時のがん診療連携につい
て、どのような備えがなされているかを明らか
にする。 
 
 
Ｂ．研究方法 
１．薬物治療を受ける進行肺がん患者に対する



意思決定サポート介入の認容性および在宅支
援導入改善効果に関する前向き調査研究 
（１）研究のデザイン：前向き観察調査研究 
 
（２）対象集団：進行肺がんと診断され、薬物
療法を当院で開始される患者で調査に対して
文書により同意が得られた患者。 
 
（３） 調査方法：患者（聞き取り）調査 
 HADS(Hospital Anxiety and Depression 

Scale)質問票 
 FACT-L質問票 
 『がん療養の意思確認シート』による聞き
取り調査 

 患者背景等に関する調査（性別、年齢、組
織型、臨床病期、治療法、家族構成、調査
時の Performance Status（PS）） 
 
 

 
 

 
 
 
（４）調査実施時期：2014 年 5 月 31 日 ～ 
2016 年 3 月 31 日(予定)  
（５）評価項目 
【主要評価項目】 

 地域連携依頼件数 
 在宅支援依頼件数 
【副次的評価項目】 
下記評価項目と意思決定サポートおよびが
ん診療地域連携クリティカルパスの使用との
関係を検討する。 
 患者背景―性別、年齢、組織型、臨床病期、
治療法、家族構成、調査時の Performance 
Status（PS） 

 HADS – 患者の不安と抑うつ 
 FACT-L－患者の QoL 
 患者満足度 
 録音内容解析－対話方法の質や患者理解度
の評価 
 
（６）目標症例数： 60 例 
（倫理面への配慮） 
本研究はヘルシンキ宣言および「臨床研究に関
する倫理指針（平成 15 年 7 月 30 日医政発第
0730009 号）（平成 20 年 7 月 31 日全部改正）」
および「疫学研究に関する倫理指針（平成 14
年 6月 17 日）（平成 19 年 8月 16 日全部改正）
（平成 20 年 12 月１日一部改正）」を遵守して
実施する。 
 
２．災害時のがん診療に関するアンケート 
ピアサポートやがんサロンに関連する一般参
加型の研修や講演会で参加者を対象にアンケ
ート調査を行う。具体的なアンケートの場を下
に示す。 

 2014 年 9 月 28 日：神奈川県相模原市
「がん患者のためのがんサロン、ピア
サポ、患者会についての勉強会」 

 2014年 11月 21日：熊本県上天草市「上
天草市民公開講座 がん講演会 」 

 2014 年 2 月 22 日：相模原市「がん患
者のためのがんサロン、ピアサポ、患
者会についての勉強会」 
 
 

アンケートの内容については以下に示す。 
■あなたのことについてお伺いします 
 Q1. 年代をお尋ねします 
   □未成年  □20 代  □30 代   
□40 代   □50 代 

   □60 代   □70 代以上 
 
 Q2. 性別をお教え下さい 
   □女性  □ 男性 
 Q3. がんの経験についてお教えください 
（複数回答可） 



   □がんサバイバー 
（がんを患ったことがある） 

   □近い家族（伴侶・親・子）ががん患者 
   □医療従事者 
   □非医療従事者 
 
■あなたががん患者であると仮定して、自分が
受けている治療について初対面の医療者に説
明できますか（説明する自信をお持ちです
か）？ 
□詳しく（薬品名 3つ以上や手術の具体

的方式まで）説明できる 
   □ある程度（薬品名 2つまでや手術の場

所まで）説明できる 
   □ほとんど困難（病名のみで治療法は難
しい） 

   □全くできない 
 
■あなたががん治療（抗がん剤治療）を受けて
いる地域で災害が発生しました。あなたの診療
録は紛失しています。どのような情報が治療の
継続に必要であると思いますか？（複数回答
可） 
   □病名（○○癌） 
   □病期（ステージ・どのくらい病気が進

んでいるか） 
   □治療方法（抗がん剤の名前や治療間

隔） 
   □治療回数（サイクル数・コース数とも

いう） 
   □治療量（具体的な投与量） 
   □出現した副作用 
   □最終治療日 
 
■前（直上）の質問の内容すべてを自分で把握
しながら治療を受けることが可能であると思
いますか？ 
  □思う  □思わない  □わからない      
 
■がん治療（抗がん剤治療）の内容や治療回数、
最終治療日や副作用について、災害時に診療カ
ルテが紛失する場合に備えて、どのような形で
保存されるべきと思いますか？（複数回答可） 
   □患者個人が携帯（手帳や ICカード） 
   □診療所とは別の安全な場所に保管 
   □電子データとして IT環境（クラウド

など） 
   □思いつかない 
 
■がん診療の情報を手帳や ICカードで患者個
人が持ち歩く場合、どのようなことが問題だと
思いますか？（自由記載） 

 

 
■がん診療の情報を電子データとして IT環境
に保存する場合、どのようなことが問題だと思
いますか？（自由記載） 

 

 
■がん診療の情報を震災時でも活用できるよ
うにするには、上記以外にどのような方法が有
効であると思いますか？（自由記載） 
 

 

 
３．地域のがん診療中核病院に対する災害時が
ん診療連携に関するインタビュー 
熊本県上天草総合病院事業管理者樋口定信先
生、同病院医事課長兼医療相談室長 東矢義光氏
に対して、災害時医療やがん診療連携に関するイ
ンタビューを行った。 
 
 
Ｃ．研究結果 
１．薬物治療を受ける進行肺がん患者に対する
意思決定サポート介入の認容性および在宅支
援導入改善効果に関する前向き調査研究 
本研究は 2013 年 5月 31 日に当院疫学・観察
研究倫理委員会にて承認された。調査担当者に
はがん専門看護師9名が参加することが決定し
た。調査担当者である 9名のがん専門看護師に
対して、同年 11 月までの 6 か月間、肺がんの
総論および薬物治療に関する研修（学習会）を
開催し、肺癌薬物治療に関する知識の習得を得
た。12 月より症例登録を開始し、2014 年 12 月
現在で 41 例の調査研究登録、うち 40 名の対話
録音記録承諾を得た。登録開始後 1 年間で 60
名以上に説明し、承諾が得られたのが 41 例で
あったこと、追跡調査に担当者の負担が多いこ
と、各群 20 例以上であれば十分検討可能であ
ると考えられることより41例で登録終了とし、
最終登録の1年後までプロトコール通りの追跡
調査を行う。全ての解析は、追跡調査終了後に
行う。 
 
２．災害時のがん診療に関するアンケート 
 昨年度の熊本でのアンケートは、スタッフも
含む参加者 111 人中 76 人（64.5％）から回答
を得た。昨年度の 3 月 8 日と今年度の 9 月 28
日の相模原でのアンケートは計 83 人中 59



（71.1%）から回答を得た。11 月 21 日の上天草
しでは、最多の 133 人（68.2%）から回答を得
た（表 1）。 

平成25年度 平成26年度

期日 2014/1/18 2014/3/8 2014/9/28 2014/11/21

場所 熊本市 相模原市 相模原市 上天草市

参加者（人） 111 45 38 195

回答者（人） 76 33 26 133

回答率（％） 68.5 73.3 68.4 68.2

表1．アンケート調査参加者の背景

 
  
相模原市、熊本市、上天草市の回答者の年齢分
布を図 1に、性別分布を図２に示す。年齢は各
地区とも 60 歳以上が 40%を占めたが、相模原市
においては、70%以上が 25%を占め、熊本県とは
異なる分布を示した（図 1）。回答者の性別は、
いずれの地区でも女性が 60%以上を占め、同様
の傾向であった（図 2）。 
 

 
 

 
  
回答者の背景をみると、昨年度の熊本ではがん
サバイバーが 50%を超えたいたのに対し、相模
原、上天草の順でその割合が減少し、逆に熊本
市に比べて、相模原市、上天草市と医療従事者
が増加している。これは、アンケートを行った
会の参加者の背景を反映しており、がんサロン

が主催であった熊本ではがんサバイバーが多
く、医療者・行政・がんサロンの協同開催であ
った市民講座の上天草では医療者の動員があ
ったと推察できる（図 3）。 
 

 
  

 
 
以下は、医療従事者の回答者割合が比較的近
かった、昨年度の熊本市と相模原市で比較する。
「もし癌であったときに自分の治療について
説明できるか」を尋ねたところ、両地区で 70%
以上ができるまたはある程度できると回答し
た。相模原においては、詳しくできる割合も高
いが、全くできない割合も高く、かなり個人差
がある（図 4）。治療の継続に必要な医療情報
については、半数以上の参加者がすべての項目
を選んでいた（図 5）。 
 

 
 
災害時にも治療継続するのに必要な個人の
医療情報をどのように保管・共有するかについ



ては、相模原市と熊本市で差はなく、患者個人
が携帯すべきという意見とICTを利用するとい
う意見が多かった。 
 

 
 
３．地域のがん診療中核病院に対する災害時
がん診療連携に関するインタビュー 
【平成 26 年 11 月 21 日 調査内容記録】 
 
（１）インタビュー① 
場所：上天草総合病院院長室 
時間：13：30-14：30 
インタビューの相手：事業管理者樋口定信 

 病院の性格：災害拠点病院 
 災害時の体制：急性期対応はマニュアルあ
り。慢性疾患については、透析は天草内の病
院での連携あり。抗がん剤治療については特
になし。 

 公的病院災害ネットワーク：熊本県下の公的
病院が災害時に互助体制を敷くことを念頭
に結成。事務局は熊本赤十字病院。 

 あまくさメディカルネット：患者同意を得た
うえで電子カルテデータの共有を図る。平成
25年 8月、地域再生基金で発足。天草地域医
療センター（医師会立）が事務局。 
 
（２）病院見学 
場所：上天草総合病院院長室→一般病棟→地域
包括ケア病棟→内視鏡室→集中治療室→
屋内プール→院長室 
時間：14：30-15：30 

 地域中核病院として、内視鏡・リハビリ・透
析などに力を入れている 

 以前は小児喘息の療養拠点としてプールな
どを備えていたが、平成１９年に閉鎖。現在
はリハビリなどに転用している 

 地域包括ケア病床の有用性が高い 
 看護学校の新設を計画しているが、国からの
補助金対象にはなっていない。 

 地域の医療機関は医療の提供にとどまらず、

地域の雇用の創出と経済の活性化までみこ
した事業計画が必要である。 
 
（３）インタビュー② 
場所：上天草総合病院院長室 
時間：16：30-17：00 
インタビューの相手：上天草総合病院医事課長兼
医療相談室長 東矢義光 
 あまくさメディカルネットについて資料を
いただき補足的説明を受けた。医師会病院
（天草地域医療センター）が中心となって診
療情報の共有化を図る計画。 
 
 
Ｄ．考察 
１．薬物治療を受ける進行肺がん患者に対する
意思決定サポート介入の認容性および在宅支
援導入改善効果に関する前向き調査研究 
 患者登録を修了した。2015 年 12 月にて最終
登録患者の 1 年間の観察期間が終了するため、
その後全てのデータを解析予定である。高い録
音同意取得を得ているので、質的研究の研究計
画書を策定し、看護研究として解析する。 
 
２．災害時のがん診療に関するアンケート 
 アンケートを行った会の対象や開催場所に
よって、回答者の背景にバラつきがみられるが、
災害時の医療情報の保管・管理についての意見
はある程度同様であり、患者が持参する形とイ
ンターネット空間を含む電子媒体での保管・管
理する形を望む意見が多かった。本年度 2月 22
日に相模原地区で 3回目のアンケート（全体で
通算 5回目）を行う予定であるので、再度地区
別、参加者背景別に分析を加え、最終的にはが
んパスの中にどのような情報を付随させると
災害時にも有用であるかを検討する予定であ
る。がんパスの形態としては、紙ベースに加え
電子媒体も考慮する必要があるが、実現可能性
を考慮すると、今回のアンケート調査から、そ
れぞれの意見がどのような背景（年齢、性別、
職業）の回答者から得られているかを分析する
必要がある。 
 
３．地域のがん診療中核病院に対する災害時が
ん診療連携に関するインタビュー 
 50 年以上前に大水害に見舞われた地域であ
り、防災に対する意識は高いが、がん診療の継
続については人工透析程の対策は立てられて
いなかった。今後、医師会とい協同で行われる
電子カルテネットワークが立ち上がる予定で
あり、抗がん剤投与患者や緩和ケア対象患者に
おける共有情報をまとめたテンプレートなど



を作成することにより、効率良い情報の共有が
可能であると考えられる。 
 
 
Ｅ．結論 
来年度まで観察研究継続し、データ解析・発
表を行う。アンケートに関しては 2年間 5回の
結果をまとめて、神奈川県・熊本県に配布物と
してフィードバックし、災害時のがん診療連携
についてあらかじめマニュアルを作成するよ
う啓発する。 
 
 
Ｆ．健康危険情報 
 なし 
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２．学会発表 
  なし 
 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
１．特許の取得 
 なし 
 
２．実用新案登録 
 なし 
 
３． その他 
 なし 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 
 

厚生労働科学研究費補助金 （地域医療基盤開発推進研究事業） 
 

分担研究報告書 
 

看護師を対象とした在宅緩和ケアにおける実践能力習得のための 
教育プログラムの開発と教育に関する研究 

 
 
研究分担者 林 直子      聖路加国際大学・教授 
 
研究協力者 川越 博美    医療法人社団パリアン・看護部長 

                    緩和ケア訪問看護ステーション連絡会 
 

 
 
研究要旨 
 平成２６年度は、平成２４年度に作成した講義と実習から構成される
「緩和ケア訪問看護師教育プログラム」を東日本大震災の被災地である宮
城県と東京都で実施した。対象者は医療機関あるいは訪問看護ステーショ
ンに勤務する在宅緩和ケアに関心のある看護師の５５名であった。講義は
宮城県仙台市で３０名、東京都中央区で２５名が受講した。このうちの７
名が受講後に５日間の実習を行った。今年度のプログラムは昨年度と同様
に、緩和ケアに関する医療者の知識・困難感・実践尺度」（PCKT,PCPS,PCDS)
を用いたアンケートを講義直前、講義直後、実習直後に実施し評価を行っ
た。さらに昨年度実施した教育プログラムの受講者には、提供した教育プ
ログラムがその後も生かされているかどうかを把握するために、受講半年
後のアンケート調査を実施した。 
これらのデータに平成２４年度と平成２５年度のデータを加え、今年度
の結果と比較検討することで、３年分の「緩和ケア訪問看護師教育プロ
グラム」を評価した。 

 
 
 
 
 
  
Ａ．研究目的 
平成２６年度は平成２４年度に作成した講
義と実習から構成される「緩和ケア訪問看護師
教育プログラム」を東日本大震災の被災地であ
る宮城県仙台市と東京都内で実施するととも
に、今年度で３年目となる「緩和ケア訪問看護
師教育プログラム」を総合的に評価することで
ある。 
 
 
Ｂ．研究方法 
１．「緩和ケア訪問看護師教育プログラム」の
実施方法 

 「緩和ケア訪問看護師教育プログラム」の実
施は３年目を迎えた。この教育プログラムは講
義と実習から構成されおり、今回は仙台と東京
で実施した。 
対象者：  
対象者は医療機関または訪問看護ステーシ
ョンに勤務する在宅緩和ケアに関心のある看
護師である。 
受講者の募集は、「緩和ケア訪問看護師教育
プログラム」を行う宮城県と都内の医療機関及
び訪問看護ステーションへのリーフレットの
郵送、およびソーシャルネットワークからの発
信によって行った。 



方法：  
本プログラムは平成２４年度の研究により
抽出された緩和ケアを提供する訪問看護師に
必要な実践能力を習得するための教育項目を
講義と実習を通して習得できるように組み立
てられている。習得すべき教育項目は①緩和ケ
アの理念と定義、②在宅緩和ケアシステム、③
症状ケア、④臨死期ケア、看取り、⑤家族、遺
族ケア、⑥制度、社会資源の活用、⑦チームケ
ア、⑧コミュニケーション、⑨看護師の役割、
⑩倫理的問題と対応、の１０項目である。 
平成２４度はこれらの内容を２日間の講義
日程で実施した。しかし、受講者である看護師
の負担を考慮したこと、それぞれの講義は時間
を短縮しても１０項目の教育項目を網羅でき
ると判断したことから、平成２５年度より１日
で全て講義を終えることができる日程に変更
している（表 1）。 
講義は、１０項目の教育項目を７項目に整理
し、1）緩和ケア総論、2）症状マネジメント（総
論・各論）、3）家族ケア、4）チームケアとコ
ミュニケーション、5）看取りのケア・デスエ
デュケーション、6）介護保険制度・社会資源
の活用、7）倫理的問題と活用、とし、がん緩
和ケアを専門とする大学の教員、医師、専門看
護師などが担当することとなった。 
これに加え、講義で得た知識を実践のイメー
ジに近づけられるよう、事例を用いたグループ
ワークを加えている。グループワークでは受講
者が積極的にディスカッションに加わること
ができるよう、事例に関する事前課題を講義の
1週間前に受講者に提示している。 
また、昨年度までは、開催場所により担当の
講師が変更となった場合もあり、講義内容に統
一性が保たれないことが問題となった。そこで
今年度は、昨年度までの講義を担当した講師が
中心となり、教育項目に沿ったテキストを作成
した（図 1）。 
 実習は緩和ケアを専門とする訪問看護ステ
ーションで連続５日間行われる。実習生は教育
プログラムの講義を受講していることが前提
である。 
 実習施設は実習の質を担保するために、医師
と一体化したチームであること、末期がん患者
年間看取り数が３０件以上、看取り率が６０％
以上の施設で、専門看護師、認定看護師あるい
はそれと同等の能力と経験を有する指導者が

いることを条件とした。また実習生が教育プロ
グラムで示した項目が習得できるよう実習要
項・実習の手引き・実習記録を作成した。各実
習施設には実習指導の手引き、共通の記録用紙
を使用してもらうことで、異なる施設でも可能
な限り同じような実習ができるよう配慮した
（別紙 資料１、資料２）。 
 講義および実習の評価は中澤らが開発し、信
頼性と妥当性が検証されている「緩和ケアに関
する医療者の知識・困難感・実践尺度」
（PCKT,PCPS,PCDS)を用い、講義直前、講義直
後、実習後のアンケート調査を、前年度までの
調査結果と比較検討して行うこととした。 
 
２．「緩和ケア訪問看護師教育プログラム」の
評価方法 
１）平成２５年度受講者の調査・経時的評価方
法について  
平成２５年度の教育プログラムの受講者は、
５８名であった。このうち１０名が実習を行っ
た。受講者のフローは図１の通りであった。 
 

調査Ⅰ 調査Ⅰ

調査Ⅱ 調査Ⅱ

調査Ⅲ

調査Ⅳ 調査Ⅳ
講義終了　半年後フォローアップ調査　分析中
（24名回収；講義のみ17名、実習　7名）

平成25年度
参加者　58名

講義のみ　48名 講義・実習　10名

講義1日間　（仙台；2014/1/25、東京2/1）

実習　5日間
(2014/2/17-21)

 
 
 
受講者には、プログラムの受講前後(調査
Ⅰ・Ⅱ)と、実習参加者は実習後(調査Ⅲ)、そ
の後半年後にも調査(調査Ⅳ)を実施した。 
調査の内容は、「緩和ケアに関する医療者の
知識・困難感・実践尺度」（PCKT,PCPS,PCDS)
であり、緩和ケアに関する実践：１８項目、緩
和ケアに関する困難感１５項目、緩和ケアに関
する知識：２０項目であった。調査Ⅰでは、そ
のほかに基本属性として、年齢、学歴、臨床経

図１ 平成２５年度の受講者のフロー 図１ 平成２５年度の受講者のフロー 図１ 平成２５年度の受講者のフロー 図１ 平成２５年度の受講者のフロー 



験、訪問看護経験、現在の勤務先や協会資格、
昨年のがん患者数、自宅死患者数について質問
した。調査Ⅱ、Ⅲ、Ⅳでは、プログラムや実習
の評価その後の経験などについても質問した。 
今回は、調査Ⅰ（プログラム受講前；５７人）
と調査Ⅱ（プログラム受講後；５７人）調査Ⅲ
（実習後；１０人）、調査Ⅳ（半年後フォロー；
２４人、うち講義のみ１７人、実習参加７名）
について、講義群と実習群などに層別して、緩
和ケアに関する知識、困難感、実践の各項目に
ついて比較と、調査Ⅰと調査Ⅳでの結果の比較
を行った。 
 
（倫理面への配慮） 
教育プログラムの評価にあたり、アンケート
を実施した。データ収集については、連結可能
匿名性であり、個人情報の管理は事務局で行っ
た。またアンケートの回答は、任意であり、自
由意思に基づいて同意が得られた参加者に対
して実施した。 
 
 
Ｃ．研究結果 
1．「緩和ケア訪問看護師教育プログラム」の
実施について 
１）講義の実施（資料３,４） 
「緩和ケア訪問看護師教育プログラム」の講
義は宮城県仙台市と東京都中央区の２か所で
実施日をずらして共通の講義を行った。 
講義内容は緩和ケア総論（３０分）、症状マ
ネジメント（６０分）、家族ケア（４０分）、
チームケアとコミュニケーション（３０分）、
看取りのケア・デスエデュケーション（５０分）、
介護保険制度・社会資源の活用（３０分）、倫 
理的問題と対応（３０分）、症状マネジメン
トと家族ケアに関するグループワーク（９０
分）であった。 
仙台市の「緩和ケア訪問看護師教育プログラ
ム」は、仙台市・名取市、岩沼市周辺で在宅ホ
スピスケアを行っている医療法人社団爽秋会 
岡部医院の共催により、平成２７年１２月１３
日（土）にＴＰＫ仙台カンファレンスセンター
で実施した。受講者は３０名で、訪問看護ステ
ーションに勤務する看護師が８割を占めた。受
講者には岩手県や福島県の看護師も数名含ま
れていた。 
（写真１、２.） 

東京での講義は平成２７年１月１０日（土）
に聖路加国際大学で行った。受講者は２５名で
約半数が訪問看護ステーションに勤務する看
護師、残りの半数が病院や診療所に勤務する看
護師であった。受講者の中には、長野県、佐賀
県の看護師も含まれていた。（写真３.）。 
グループワークは１グループが 5～6 名で、
事前学習に提示した事例の討議を行った。それ
ぞれのグループには討議が活発に行えるよう、
ファシリテーターが加わった。グループ討議は
特に在宅緩和ケアを提供する看護師に求めら
れる、症状コントロールと家族ケアを中心に行
われた。 
２）実習 
実習は緩和ケアを専門とする訪問看護ステー
ションで行われた。実習施設は、岡部医院訪問看
護ステーション（仙台）、ケアタウン小平訪問看
護ステーション（東京）訪問看護パリアン（東京）
の３か所である。実習期間は小平訪問看護ステー
ションが平成２７年１月１９日～２３日、岡部医
院訪問看護ステーションと訪問看護パリアンが
平成２７年２月２日（月）から２月６（金）まで
の 5日間であった。緩和ケアを専門とする訪問看
ステーションは数が限られていたことから、希望
者の全てに実習の機会を提供できなかったが、
受講者５５名のうち７名が実習を行うことが
できた。 
実習は以下の目的・目標に沿って行われた。 
実習目的 
 末期がん患者とその家族を全人的に理解し、チ
ームで質の高い在宅緩和ケアを提供することが
できるよう、実践能力を高める。 
実習目標 
1． 末期がん患者のトータルペインをアセスメ
ントし、患者の居宅において緩和ケアを提供
することができる。 

2． 家族に必要なケアを理解し、必要な家族支援
を提供できる。 

3． 末期がん患者・家族に必要なサービスを調整
すると共に、チームをマネジメントし、在宅
緩和ケアのチームの一員としてサービスを
提供できる。 

4． 在宅緩和ケアへの移行期にある末期がん患
者およびその家族への支援を通じて、病院と
の連携、退院支援のあり方について考えるこ
とができる。 

5． 自己が持つ価値観に気づき、末期がん患
者とその家族の価値観を尊重したケアができる。 



実習生は、実習期間中「基本情報（様式 1）」
「訪問看護記録（様式 2）」「実習担当者との
リフレクションによって得られたこと（様式
3）」「気になった場面のプロセスレコード（様
式 4）」「週間サービス計画表（様式 5）」を
記載し、実習指導を受ながら、実習の目的・目
標の達成を目指した。 
 
 
２．「緩和ケア訪問看護師教育プログラム」の
アンケート結果―平成２５年度の結果より- 
１）受講者の基本属性 
 プログラム開始時調査に回答のあった 57 人
の基本属性は、表に示す通りである。 
 参加者の年代としては、40 代が最も多く、
次いで、30 代、50 代、20 代と続いた。最終学
歴は 6割が専門学校卒業であった。現在の所属
は、7割以上が訪問看護ステーションと回答し
たが、約 2割は病院の看護師の参加であった。 
実習参加群と講義のみ群に年代、臨床経験と訪
問看護師の経験年数の差はなかった。また、最
終学歴については、講義のみ群には専門学校卒
が実習群には大学卒の参加が多い傾向が見ら
れた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
２）「緩和ケア訪問看護師教育プログラム」受
講者の経時的評価 －講義のみ群と実習あり
群の比較－ 
実習の有無別に、受講前（調査Ⅰ）と受講後
（調査Ⅱ）、実習群には実習後（調査Ⅲ）と半

年後（調査Ⅳ）の各時点における緩和ケアに対
する実践、困難感、知識の基礎集計は、表 2～
5の通りであった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 1 基本属性 

基本属性 項目 人 ％
年代 20代 4 6.9

30代 20 34.5

40代 23 39.7

50代 8 13.8

60代 2 3.4

無回答 1 1.7

最終学歴 専門学校 35 60.3

大学 9 15.5

大学院 3 5.2

その他 9 15.5

無回答 2 3.4

現在の勤務先 訪問看護ステーション 42 72.4

診療所 2 3.4

病院 11 19

その他 1 1.7

無回答 2 3.4

臨床経験 平均　12.1年 SD 8.3

訪問看護師経験 平均　  5.6年 SD 5.6

表 2 調査Ⅰにおける平均値と標準偏差 

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
疼痛 12.33 2.52 12.50 1.84
呼吸困難 11.92 2.57 11.00 2.49
せん妄 10.25 2.87 11.10 2.81
看取り 11.85 2.43 12.56 1.88
コミュニケーション 11.75 2.18 11.60 2.12
患者・家族中心のケア 12.65 1.87 12.40 1.96
症状緩和 10.73 2.30 11.10 3.14
専門の支援 9.66 4.20 9.20 3.99
医療者間のコミュニケーション 9.44 3.27 9.10 3.84
患者・家族中心とのコミュニケーション 9.83 2.41 9.50 1.84
地域連携 7.90 3.10 8.80 3.08
実践合計 70.75 11.56 71.89 10.13
困難合計 47.38 11.42 47.70 9.80
知識合計 12.33 3.92 12.90 3.00

t検定

n.s

n.s

n.s

調査Ⅰ(n=57) 講義のみ(n=47) 実習あり（n=10)

緩和ケア
に対する
実践

緩和ケア
に対する
困難感

スコア化

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
疼痛 13.40 1.84
呼吸困難 12.60 1.51
せん妄 12.20 1.55
看取り 10.90 2.69
コミュニケーション 11.80 1.75
患者・家族中心のケア 12.40 1.58
症状緩和 10.50 2.01
専門の支援 8.60 2.32
医療者間のコミュニケーション 9.20 4.21
患者・家族中心とのコミュニケーション 9.50 2.22
地域連携 8.60 2.80
実践合計 73.30 7.32
困難合計 46.40 9.19
知識合計 16.90 3.04

調査Ⅲ(n=10) 講義のみ（n=47) 実習あり（n=10)

緩和ケア
に対する
実践

緩和ケア
に対する
困難感

スコア化

表 4 調査Ⅲにおける平均値と標準偏差 

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
疼痛 11.94 2.90 12.86 1.35
呼吸困難 12.06 2.02 12.57 1.81
せん妄 11.35 2.55 11.71 2.22
看取り 12.94 1.95 12.29 1.80
コミュニケーション 12.35 1.90 12.43 1.90
患者・家族中心のケア 13.59 1.70 12.71 1.11
症状緩和 8.35 2.81 9.57 2.70
専門の支援 7.88 4.03 9.00 3.46
医療者間のコミュニケーション 9.12 3.12 8.14 4.18
患者・家族中心とのコミュニケーション 9.06 2.38 9.43 2.37
地域連携 7.71 2.52 7.00 2.52
実践合計 74.24 9.67 74.57 8.04
困難合計 42.12 10.51 43.14 9.49
知識合計 14.94 3.58 15.43 2.76

実習あり（n=7)

緩和ケア
に対する
実践

緩和ケア
に対する
困難感

スコア化

t検定

n.s

n.s

n.s

調査Ⅳ(n=24) 講義のみ(n=17)

表５ 調査Ⅳにおける平均値と標準偏差 

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
疼痛 12.36 2.45 12.80 1.93
呼吸困難 12.19 2.13 12.40 1.84
せん妄 10.40 2.73 11.50 2.27
看取り 11.62 2.16 12.00 1.56
コミュニケーション 12.38 1.85 12.20 2.35
患者・家族中心のケア 12.81 1.81 12.70 2.21
症状緩和 10.04 2.72 9.44 2.30
専門の支援 8.37 3.84 8.56 3.01
医療者間のコミュニケーション 9.00 3.11 7.80 2.78
患者・家族中心とのコミュニケーション 9.45 2.65 8.20 2.10
地域連携 8.02 2.95 9.10 2.13
実践合計 71.77 10.50 73.60 9.72
困難合計 44.89 10.95 43.25 5.23
知識合計 14.35 3.20 15.40 2.68

t検定

n.s

n.s

n.s

緩和ケア
に対する
実践

緩和ケア
に対する
困難感

スコア化

調査Ⅱ(n=57) 講義のみ(n=47) 実習あり（n=10)

表 3 調査Ⅱにおける平均値と標準偏差 



講義のみ群と実習あり群については、各調査
時点において、有意差は見られなかった。両群
ともに講義受講後には、緩和ケアに対する実践
の評価としては、看取りの項目が低下していた
ものの、そのほかの項目もスコアで見ると上昇
している傾向が見られた。半年後の調査Ⅳにお
いては、講義のみ群の実践の中の疼痛の項目の
スコアの低下がみられたが、そのほかの項目に
おいては、実習あり群とともに上昇している傾
向が見られた（図２、５）。困難感についても、
地域連携の項目以外は、困難感は低下している
傾向が見られ、困難感については両群ともにス
コアの低下がみられていた（図３、６）。また、
実践スコアは上昇し、困難感スコアは低下し、
知識は上昇している傾向が見られた。実習あり
群は、調査Ⅲの時点で困難感が少し上昇したが、
半年後の調査Ⅳでは低下がみられた（図４、７）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３）「緩和ケア訪問看護師教育プログラム」受
講者の経時的評価 －受講前（調査Ⅰ）と受講
半年後（調査Ⅳ）との比較－ 
講義のみ群と実習あり群については、それぞ
れ有意差が認められなかったため、調査Ⅰと調
査Ⅳについて、群別せずに比較した。その結果
は表６の通りである。 
実践については、受講前（調査Ⅰ）の実践の
スコアは、70.96（SD11.37）、半年後（調査Ⅳ）
は、74.33（SD9.05）と上昇しているものの、
統計学的な有意差は見られなかった。実践の各
項目についても、ほとんどの項目で改善が見ら
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図 3 困難感項目の推移（講義のみ） 
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れていたものの、統計学的な有意差は認められ
なかった。 
つぎに、困難感スコアについては、受講前が
47.43（SD11.17）、半年後は 42.42（SD10.03）
であり、スコアは低下していたものの、統計学
的な有意差はみられなかった。困難感の各項目
については、症状緩和の項目のみが、受講前が
10.81(SD2.46)、半年後が 8.71（SD2.77）軽減
し、統計学的に有意差が認められた（ｐ＝
0.001）。  
知識スコアについては、受講前が 12.46
（SD3.79）、半年後は 15.08（SD3.31）であり、
半年後のほうが統計学的に有意に上昇してい
た(p=0.004)。 
有意差が認められた項目は少なかったもの
の、平成２４年度の受講者と同様に、プログラ
ムを受講して半年経過し、実践・知識について
は、それぞれ向上し、困難感は軽減しているこ
とが明らかになった。プログラムを受講した効
果の他、その後に、セミナーで学習した内容を
日々の実践に活用したことで、改善したのでは
ないかと推察された。 
また、平成２４年度は、緩和ケアに関する実
践と困難感のスコアの下位項目において、実践
では「せん妄」、困難感については、「症状緩
和」、「医療者間のコミュニケーション」、「患
者家族とのコミュニケーション」、「地域連携」
の項目で、統計学的な有意差が見られていた。
これは、講義を２日間で実施したことなどプロ
グラムの内容や、参加者個人においてすでに受
講前に理解していた知識の差などによるもの
であることが推察された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４）平成２６年度「緩和ケア訪問看護師教育プ
ログラム」受講者のフローと受講前（調査Ⅰ）
と受講後（調査Ⅱ）との比較－ 
平成２６年度は、２５年度と同様に宮城県と
東京都で実施し、平成２７年２月上旬に実習が
終了した。今後、実習の評価を行う予定である。
平成２６年度の参加者は、５５名であった。フ
ローを図８に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 プログラム受講前後の結果については、表７
の通りである。スコア化した実践、困難感、知
識については受講前後では、統計学的な有意差
は認められなかった。実践の項目では、コミュ
ニケーションについては、受講後にスコアが上
昇し、統計学的な有意差が認められた
（p=0.014）。また、困難感の項目では、症状
緩和の項目が低下し、統計学的な有意差が認め
られた(p=0.015)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図８ 平成２６年度の受講者のフロー 
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講義終了　半年後フォローアップ調査　？

平成26年度
参加者　55名

講義のみ　48名 講義・実習7名

講義1日間　（仙台；2014/12/13、東京2015/1/10）

実習　5日間
(2015/2/2-6)

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

疼痛 13.47 1.39 13.44 1.63 n.s

呼吸困難 12.49 1.74 12.60 1.74 n.s

せん妄 12.17 7.62 11.49 2.63 n.s

看取り 12.20 2.35 12.64 1.94 n.s

コミュニケーション 12.35 1.51 12.81 1.48 p=0.014

患者・家族中心のケア 13.17 1.72 12.94 2.27 n.s

症状緩和 10.38 2.64 9.53 2.65 p=0.015

専門の支援 9.20 3.60 9.08 3.60 n.s

医療者間のコミュニケーション 8.58 3.48 8.44 3.42 n.s

患者・家族中心とのコミュニケーション 9.56 2.62 9.17 2.76 n.s

地域連携 8.17 3.14 8.49 2.95 n.s

実践合計 76.18 11.56 76.18 8.70 n.s

困難合計 45.72 10.69 44.32 11.86 n.s

知識合計 11.28 6.23 12.00 6.48 n.s

緩和ケア
に対する
実践

緩和ケア
に対する
困難感

スコア化

講義前　(n=55) 講義後　(n=55)
有意差

表７ 調査Ⅰと調査Ⅱの平均値と標準偏差 

表６ 調査Ⅰと調査Ⅳの平均値と標準偏差 

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
疼痛 12.39 2.42 12.21 2.55
呼吸困難 11.81 2.55 12.21 1.93
せん妄 10.39 2.88 11.46 2.41
看取り 11.95 2.37 12.75 1.89
コミュニケーション 11.72 2.17 12.37 1.86
患者・家族中心のケア 12.60 1.89 13.33 1.58
症状緩和 10.81 2.46 8.71 2.77 p=0.001
専門の支援 9.54 4.16 8.21 3.83
医療者間のコミュニケーション 9.37 3.37 8.83 3.40
患者・家族中心とのコミュニケーション 9.79 2.33 9.17 2.33
地域連携 8.07 3.12 7.50 2.49
実践合計 70.96 11.37 74.33 9.05
困難合計 47.43 11.17 42.42 10.03
知識合計 12.46 3.79 15.08 3.31 p=0.004

スコア化

n.s

n.s

n.s

調査Ⅰ(n=57) 調査Ⅳ（n=24)
t検定

緩和ケア
に対する
実践

緩和ケア
に対する
困難感



Ｄ．考察 
１．緩和ケア訪問看護師教育プログラム」の
講義及び実習 
今年度は昨年度に引き続き、「緩和ケア訪問
看護師教育プログラム」の講義を被災地の宮城
県仙台市でも実施することができた。講義スケ
ジュールは昨年度と同様、１日であったが、緩
和ケア訪問看護師に必要な実践能力を習得の
ための教育項目の１０項目は網羅することが
できた。本プログラムの受講者はほとんどが医
療機関や訪問看護ステーションで勤務する忙
しい看護師であることから、可能であれば講義
は短期間で効果的に実施することが望ましい
と考えられた。 
今回の講義は仙台と東京で症状マネジメン
ト（各論）、家族ケア、チームケアとコミュニ
ケーションにおいて講師が異なっていた。講義
内容が講師により、異なることは避けることが
できない。従って受講生が学ぶ必要のある在宅
緩和ケアに関する知識を講義テキストにより、
確実に伝えられることから、講義テキストを作
成した意義は大きいと考える。 
「緩和ケア訪問看護師教育プログラム」の講
義は、実施する側がその都度、各地に赴くのは
限界があることから、今後、各地域で「緩和ケ
ア訪問看護師教育プログラム」を実施できるよ
う、１０項目の教育項目をテキストに沿って講
義可能なスタッフの育成と実習生を受け入れ
ることが可能な緩和ケアを専門とする訪問看
護ステーションへの働きかけが必要となるで
あろう。 
 
２.「緩和ケア訪問看護師教育プログラム」の
アンケート結果の考察 
 平成２５年度のプログラム受講者の「緩和ケ
アに関する医療者の知識・困難感・実践尺度」
（PCKT,PCPS,PCDS)について、分析した結果、
講義のみ群と実習あり群について、調査Ⅰ、調
査Ⅱ、調査Ⅳの時点での結果には統計学的な有
意差は認められなかった。実習の有り無しにか
かわらず、講義のみ参加した者も、プログラム
後の調査Ⅱにおいて低下する項目も見られた
が、多くの項目では改善が見られていた。プロ
グラムの内容が、その後の参加者の実践や経験
の中で活かされたことによるものと推察され
た。 
しかしながら、調査Ⅰ、Ⅱ、Ⅳの時点におい

て、実習の有無別に分析したところ、平成２４
年度の受講者の結果と同様に、統計学な有意差
は認められなかった。一方、アンケートの自由
記載では、「家族や本人とのコミュニケーショ
ンを展開することができた」、「ペインコント
ロールやレスキューの使い方を学べた」、「症
状マネジメントの講義を受け、症状の予測がで
きるようになった」などの意見のほか、教育プ
ログラムに対する参加者の満足度も高く、在宅
における緩和ケアに対する意識の高い受講者
が多く参加されたことが推察された。 
教育プログラムにおける実習効果の評価に
ついては、量的な質問紙調査だけではなく、イ
ンタビューなども含めた質的な調査分析も必
要であろう。 
 平成２６年度は、講義の受講前後の比較を行
った。受講前後では、実践の「コミュニケーシ
ョン」と困難感の「症状緩和」の項目のみに統
計学的な有意差が示された。実践のその他の項
目では、受講後に低下した項目もいくつか見ら
れたが、受講前に実践していると回答した項目
について、講義を受講して、今までが不十分で
あったと認識し回答した可能性がある。困難感
に対しては、「地域連携」以外の項目は、統計
学的な有意差は認められないものの、スコアを
見るとそれぞれ低下がみられ、改善されていた
ことより、平成２５年度と同様に、プログラム
の内容が、これまでの参加者の実践や経験を振
り返る機会として活かされた可能性が考えら
れた。 
   
 
Ｅ．おわりに 
 平成２６年度は平成２４度に開発した「緩和
ケア訪問看護師教育プログラム」を宮城県と東
京都で実施するとともに、平成２４年度から収
集したデータの３年分の教育プログラム受講
者への経時的評価を行った。 
本研究で開発した「緩和ケア訪問看護師教育
プログラム」は 1日の講義のみの参加だけでも、
緩和ケア訪問看護師に必要な知識の習得は可
能と考えられた。しかし、実習では全人的な苦
痛を持つ患者と介護する家族に対し、チームと
してケアに参加することにより、緩和ケア訪問
看護師に必要とされる実践能力をより習得す
ることができるのではないかと考える。 
在宅緩和ケアの実践能力を習得するために



は、「緩和ケア訪問看護師教育プログラム」の
実習がより効果的であるのではないかと推察
される。 
 
Ｆ．健康危険情報 
 なし 
 
 
Ｇ．研究発表 
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表１ 患者・家族の属性       

全体(n=103) 
          mean±SD or n(%) 
＜患者の属性＞ 
年齢 
65 歳未満 17 ( 16.5 ) 
65-69 歳 13 ( 12.6 ) 
70-74 歳 25 ( 24.3 ) 
75 歳以上 48 ( 46.6 ) 
性別 
男性 58 ( 56.3 ) 
女性 45 ( 43.7 ) 
職業 
あり 17 ( 16.5 ) 
なし 86 ( 83.5 ) 
退院時の要介護度 
要支援１・２ 8 ( 7.8 ) 
要介護１ 7 ( 6.8 ) 
要介護２ 10 ( 9.7 ) 
要介護３ 6 ( 5.8 ) 
要介護４ 2 ( 1.9 ) 
要介護５ 4 ( 3.9 ) 
申請不要 7 ( 6.8 ) 
申請中・申請予定 59 ( 57.4 ) 
入院時の日常生活自立度 
J 49 ( 47.6 ) 
A 38 ( 36.9 ) 
B 15 ( 14.6 ) 
C 1 ( 1.0 ) 
退院時の日常生活自立度 
J 3 ( 2.9 ) 
A 31 ( 30.1 ) 
B 51 ( 49.5 ) 
C 18 ( 17.5 ) 
退院時の認知機能の問題 
なし 58 ( 56.3 ) 
あり 45 ( 43.7 ) 
Ⅰ 14 ( 13.6 ) 
Ⅱ 13 ( 12.6 ) 
Ⅲ 13 ( 12.6 ) 
Ⅳ 4 ( 3.9 ) 
Ｍ 1 ( 1.0 ) 

退院時の利用サービス（複数回答可） 
訪問介護 59 ( 57.3 ) 
訪問リハビリ 6 ( 5.8 ) 



訪問入浴 22 ( 21.4 ) 
通所サービス 11 ( 10.7 ) 
ショートステイ 5 ( 4.9 ) 
住宅改修 3 ( 2.9 ) 
福祉用具 85 ( 82.5 ) 
訪問診療 62 ( 60.2 ) 
訪問看護 68 ( 66.0 ) 
訪問薬剤 1 ( 1.0 ) 
がんの発症部位 
肺 38 ( 36.9 ) 
胃 11 ( 10.7 ) 
食道 3 ( 2.9 ) 
腸 10 ( 9.7 ) 
肝・膵・胆 13 ( 12.6 ) 
腎・膀胱 4 ( 3.9 ) 
前立腺 5 ( 4.9 ) 
乳房 7 ( 6.8 ) 
子宮・卵巣 3 ( 2.9 ) 
脳 4 ( 3.9 ) 
血液/リンパ節 1 ( 1.0 ) 
その他 4 ( 3.9 ) 
転移 
なし 49 ( 55.1 ) 
あり（複数回答可） 74 ( 71.8 ) 
肺 11 ( 14.9 ) 
脳 18 ( 24.3 ) 
骨 19 ( 25.7 ) 
他 18 ( 24.3 ) 

在院日数 29.0 ± 37.0 
主な入院目的（複数回答可） 
精査・診断 15 ( 14.6 ) 
抗がん治療 5 ( 4.9 ) 
緩和ケア 31 ( 30.1 ) 
感染症の治療 6 ( 5.8 ) 
食思不振 31 ( 30.1 ) 
体動困難 27 ( 26.2 ) 
その他 18 ( 17.4 ) 
入院形態 
予定 23 ( 22.3 ) 
緊急 72 ( 69.9 ) 
欠損値 8 ( 7.8 ) 
予後（医療者間での認識） ) 
６ヶ月以内 70 ( 68.0 ) 
１ヶ月以内 23 ( 22.3 ) 
１週間以内 2 ( 1.9 ) 
欠損値 8 ( 7.8 ) 



入院前の療養場所 
自宅 98 ( 95.1 ) 
当院外来受診 88 ( 89.8 ) 
他院外来受診 7 ( 7.1 ) 
訪問診療利用(併用含む) 5 ( 5.1 ) 
入所 2 ( 1.9 ) 
公的施設 1 ( 50.0 ) 
民間施設 1 ( 50.0 ) 
その他 3 ( 2.9 ) 
退院後の療養・治療場所 
自宅 93 ( 90.3 ) 
当院外来受診 30 ( 57.3 ) 
他院外来受診 5 ( 5.4 ) 
訪問診療利用(併用含む) 58 ( 62.4 ) 
転院 6 ( 5.8 ) 
一般病床 0 ( 0.0 ) 
療養病床 0 ( 0.0 ) 
緩和ケア病床 6 ( 100.0 ) 
入所 4 ( 3.9 ) 
公的施設 1 ( 25.0 ) 
民間施設 3 ( 75.0 ) 
その他 0 ( 0.0 ) 
現在（調査時）の状況 
生存 8 ( 7.8 ) 
死亡 93 ( 90.3 ) 
自宅 46 ( 49.5 ) 
病院 43 ( 46.2 ) 
一般病床 24 ( 55.8 ) 
療養病床 15 ( 34.9 ) 
緩和ケア病床 4 ( 9.3 ) 
施設 2 ( 2.2 ) 
その他・不明 2 ( 2.2 ) 
不明 2 ( 1.9 ) 
退院から死亡までの日数 56.0 ± 74.3 
不明 17 ( 16.5 ) 
把握している 77 ( 74.8 ) 
欠損値 9 ( 8.7 ) 
＜家族の属性＞ 
同居家族の有無 
なし 16 ( 15.5 ) 
あり 87 ( 84.5 ) 
人数 2.1 ± 1.3 

主介護者 
あり 84 ( 81.6 ) 
年齢 58.8 ± 14.7 
性別 



男 23 ( 27.4 ) 
女 61 ( 72.6 ) 
続柄 
配偶者 56 ( 66.7 ) 
娘 13 ( 15.5 ) 
嫁 2 ( 2.4 ) 
息子 9 ( 10.7 ) 
その他 0 ( 0.0 ) 
欠損値 4 ( 4.8 ) 
就労 
あり 26 ( 31.0 ) 

 
 
 
 

 
       

表２ がん終末期患者への意思決定支援・退院支援の状況 
全体(n=103) 

          mean±SD or n(%) 
＜DPN の関わりと評価＞ 
院内 CF の開催 
なし 0 ( 0.0 ) 
あり 101 ( 98.1 ) 
患者参加あり 78 ( 78.2 ) 
家族参加あり 99 ( 98.0 ) 
欠損値 2 ( 1.9 ) 
院外 CF の開催 
なし 32 ( 31.1 ) 
あり 66 ( 64.1 ) 
患者参加あり 36 ( 54.5 ) 
家族参加あり 64 ( 97.0 ) 
欠損値 5 ( 4.9 ) 
退院支援の総合評価 7.2 ± 1.9 
＜意思決定支援：病名・予後告知の有無＞ 
病名告知の有無：患者 
なし 4 ( 3.9 ) 
あり 99 ( 96.1 ) 
DPN 介入時の理解度 2.5 ± 0.9 
退院時の理解度 3.1 ± 1.0 

病名告知の有無：家族 
なし 0 ( 0.0 ) 
あり 101 ( 98.1 ) 
DPN 介入時の理解度 2.9 ± 0.8 
退院時の理解度 3.9 ± 0.7 
欠損値 2 ( 1.9 ) 
予後告知の有無：患者 
なし 72 ( 69.9 ) 



あり 31 ( 30.1 ) 
DPN 介入時の理解度 2.3 ± 1.0 
退院時の理解度 3.9 ± 0.7 

予後告知の有無：家族 
なし 2 ( 1.9 ) 
あり 99 ( 96.1 ) 
DPN 介入時の理解度 2.2 ± 1.0 
退院時の理解度 4.0 ± 0.7 
欠損値 2 ( 1.9 ) 
＜意思決定支援：療養・死亡場所の希望＞ 
退院後の療養場所の希望：患者 
DPN 介入前の希望 
未確認 44 ( 42.7 ) 
不明確 30 ( 29.1 ) 
ゆらぎあり 10 ( 9.7 ) 
明確 19 ( 18.4 ) 
自宅 17 ( 89.5 ) 
院内の病棟 1 ( 5.3 ) 
他院の療養型病床 0 ( 0.0 ) 
他院の緩和ケア病床 0 ( 0.0 ) 
施設 1 ( 5.3 ) 
その他 0 ( 0.0 ) 

退院時の希望 
未確認 1 ( 1.0 ) 
不明確 10 ( 9.7 ) 
ゆらぎあり 7 ( 6.8 ) 
明確 84 ( 81.6 ) 
自宅 79 ( 94.0 ) 
院内の病棟 0 ( 0.0 ) 
他院の療養型病床 0 ( 0.0 ) 
他院の緩和ケア病床 3 ( 3.6 ) 
施設 2 ( 2.4 ) 
その他 0 ( 0.0 ) 
欠損値 1 ( 1.0 ) 

退院後の療養場所の希望：家族 
DPN 介入前の希望 
未確認 35 ( 34.0 ) 
不明確 28 ( 27.2 ) 
ゆらぎあり 24 ( 23.3 ) 
明確 14 ( 13.6 ) 
自宅 10 ( 71.4 ) 
院内の病棟 0 ( 0.0 ) 
他院の療養型病床 2 ( 14.3 ) 
他院の緩和ケア病床 1 ( 7.1 ) 
施設 1 ( 7.1 ) 
その他 0 ( 0.0 ) 



欠損値 2 ( 1.9 ) 
退院時の希望 
未確認 0 ( 0.0 ) 
不明確 1 ( 1.0 ) 
ゆらぎあり 9 ( 8.7 ) 
明確 91 ( 88.3 ) 
自宅 82 ( 90.1 ) 
院内の病棟 1 ( 1.1 ) 
他院の療養型病床 2 ( 2.2 ) 
他院の緩和ケア病床 3 ( 3.3 ) 
施設 3 ( 3.3 ) 
その他 0 ( 0.0 ) 
欠損値 2 ( 1.9 ) 

退院後の死亡場所の希望：患者 
DPN 介入前の希望 
未確認 57 ( 55.3 ) 
不明確 34 ( 33.0 ) 
ゆらぎあり 6 ( 5.8 ) 
明確 6 ( 5.8 ) 
自宅 3 ( 50.0 ) 
院内の病棟 2 ( 33.3 ) 
他院の療養型病床 0 ( 0.0 ) 
他院の緩和ケア病床 0 ( 0.0 ) 
施設 1 ( 16.7 ) 
その他 0 ( 0.0 ) 

退院時の希望 
未確認 3 ( 2.9 ) 
不明確 37 ( 35.9 ) 
ゆらぎあり 22 ( 21.4 ) 
明確 39 ( 37.9 ) 
自宅 26 ( 66.7 ) 
院内の病棟 2 ( 5.1 ) 
他院の療養型病床 2 ( 5.1 ) 
他院の緩和ケア病床 6 ( 15.4 ) 
施設 3 ( 7.7 ) 
その他 0 ( 0.0 ) 
欠損値 2 ( 1.9 ) 

退院後の死亡場所の希望：家族 
DPN 介入前の希望 
未確認 47 ( 45.6 ) 
不明確 26 ( 25.2 ) 
ゆらぎあり 20 ( 19.4 ) 
明確 7 ( 6.8 ) 
自宅 3 ( 42.9 ) 
院内の病棟 1 ( 14.3 ) 
他院の療養型病床 1 ( 14.3 ) 



他院の緩和ケア病床 1 ( 14.3 ) 
施設 1 ( 14.3 ) 
その他 0 ( 0.0 ) 
欠損値 3 ( 2.9 ) 
退院時の希望 
未確認 0 ( 0.0 ) 
不明確 1 ( 1.0 ) 
ゆらぎあり 39 ( 37.9 ) 
明確 61 ( 59.2 ) 
自宅 39 ( 63.9 ) 
院内の病棟 6 ( 9.8 ) 
他院の療養型病床 5 ( 8.2 ) 
他院の緩和ケア病床 7 ( 11.5 ) 
施設 4 ( 6.6 ) 
その他 0 ( 0.0 ) 
欠損値 2 ( 1.9 ) 

 
 
 
        

表３ 退院支援看護師による意思決定支援に関して支援の必要性のあった内容 
（n=103） 

必要性あり 
特に必要性が
あり実施 

A. 症状 該当 ％   該当 ％ 
疼痛 53 51.5% 10 9.71% 
呼吸困難 32 31.1% 2 1.94% 
全身倦怠感 43 41.7% 2 1.94% 
悪心・嘔吐 6 5.8% 0 0.00% 
便秘・下痢 9 8.7% 3 2.91% 
排尿障害 5 4.9% 0 0.00% 
浮腫 11 10.7% 0 0.00% 
貧血・出血 4 3.9% 0 0.00% 
意識ﾚﾍﾞﾙ低下 7 6.8% 1 0.97% 
高次機能障害 11 10.7% 7 6.80% 
不眠 5 4.9% 0 0.00% 
不安・抑うつ 23 22.3% 12 11.65% 
せん妄 12 11.7% 3 2.91% 
他 52 50.5% 13 12.62% 
 食欲・食事量低下 17 16.5% 
 腹満・腹水 3 2.9% 
 認知症 4 3.9% 

B. 新たに加わった医療処置 
麻薬管理 35 34.0% 11 10.68% 
創傷・褥瘡処置 7 6.8% 4 3.88% 
導尿・膀胱留置カテ等 8 7.8% 2 1.94% 
人工肛門 2 1.9% 1 0.97% 



IVH 管理 9 8.7% 2 1.94% 
点滴（末梢） 1 1.0% 1 0.97% 
経管栄養・胃瘻等 3 2.9% 1 0.97% 
吸引 3 2.9% 2 1.94% 
気切ケア 0 0.0% 0 0.00% 
他 16 15.5% 4 3.88% 
 在宅酸素療法 15 14.6% 
非該当 47 45.6% 

C. 退院後の治療方針 
患者と家族間の希望の不一致 9 8.7% 9 8.74% 
患者家族と主治医との希望の不一致 21 20.4% 19 18.45% 
他 16 15.5% 16 15.53% 
非該当 63 61.2% 

D. 病状・現状の理解 

病状が及ぼす身体(ADL)への支障の説明・ 
イメージ化 48 46.6% 28 27.18% 

病状が及ぼす心理(うつ・せん妄、死の受容) 
への支障の説明 24 23.3% 11 10.68% 

病状が及ぼす社会的役割（仕事、患者の家族 
役割、家族の社会的役割）への支障の説明 17 16.5% 8 7.77% 

病状が及ぼす実存的痛み（存在意義、残され
る家族への心配）への対応・説明 15 14.6% 7 6.80% 

退院後の病状の悪化・急変に関する不安への
対応・説明 73 70.9% 57 55.34% 
非該当 15 14.6% 0.00% 

E. 家族の介護上の問題 0.00% 
身体的問題（持病等） 13 12.6% 5 4.85% 
精神的問題 13 12.6% 6 5.83% 
経済的問題 12 11.7% 2 1.94% 
理解力の低さ 20 19.4% 10 9.71% 
介護負担感の高さ 32 31.1% 14 13.59% 
家族員間調整 15 14.6% 9 8.74% 
他 22 21.4% 20 19.42% 
非該当 38 36.9% 

F. 患者の生活上の支障 
食事 35 34.0% 2 1.94% 
排泄 35 34.0% 2 1.94% 
清潔 30 29.1% 0 0.00% 
移動 50 48.5% 2 1.94% 
他 6 5.8% 5 4.85% 
  非該当 38 36.9%       

       
 
 
 



 
 
表４ 在宅死亡に関連する退院支援内容 （ロジスティック回帰分析の結果） 

 
      単変量解析 

 
      オッズ比 95％CI p  オッズ比 95％CI ｐ 

 
後期高齢者 

75 歳
以上 
1.75 0.61 - 5.01 .297 10.26 2.24 - 47.07 .003 

 
医療保険サービスの利用 有 0.44 0.17 - 1.14 .091           

 
入院目的：食思不振 有 4.76 1.72 - 13.20 .003           

 
入院目的：体動困難 有 3.54 1.28 - 9.84 .015           

 
入院形態 緊急 5.28 1.58 - 17.67 .007 7.43 1.04 - 52.95 .045 

 
主介護者の性別 女性 2.59 0.94 - 7.15 .067 8.64 1.30 - 57.24 .025 

 
主介護者が同居 同居 6.36 0.71 - 57.14 .098 28.10 2.04 - 286.25 .013 

 
家族の予後の理解度の変化 

２ 以
上 
2.63 1.06 - 6.53 .037 0.44 0.08 - 2.36 .338 

 
             

 
患者の退院時の自宅死亡の
希望 

明確 10.09 2.72 - 37.36 .001             

 
家族の退院時の自宅死亡の
希望 

明確 45.47 9.70 - 213.22 .001             

 
要支援内容：不安・抑うつ
（症状） 

必要 0.37 0.14 - 1.02 .055             

 
要支援内容：退院後の病状
の悪化不安への対応・説明 

必要 5.60 1.99 - 15.78 .001             

 
要支援内容：介護者の身体
的問題（介護上の問題） 

必要 3.49 0.88 - 13.84 .076             

 
要支援内容：介護者の理解
力不足(介護上の問題） 

必要 2.58 0.82 - 8.13 .106             

 
要支援内容：清潔の保持が
困難（生活上の支障） 

必要 2.78 0.04 - 7.34 .038             

 
要支援内容；移動が困難（生
活上の支障） 

必要 2.02 0.88 - 4.63 .097             

 
特別支援内容：不安・抑う
つ（症状） 

必要 0.16 0.03 - 0.80 .025             

 

特別支援内容：病状による
身体（ADL）への支障の説
明・イメージ化 

必要 2.20 0.85 - 5.66 .105   8.68 1.52 - 49.51 .015 

 

特別支援内容：退院後の病
状の悪化・急変に関する不
安への対応・説明 

必要 4.83 1.99 - 11.77 .001  6.52 1.46 - 29.14 .014 

特別支援内容：介護者の理
解力不足（介護上の問題） 

必要 8.08 0.95 - 68.56 .056            

 
注：従属変数の死亡場所を自宅＝1、自宅以外＝0とし、（多重）ロジスティック回帰分析を行った 
 

 



 

表 5 退院支援期間との関連 （単回帰分析の結果）                n=103 

変数 
平均・ｎ数（SD・
割合）   β P 値 

患者の年齢 73.1(±9.95) -1.00078 0.0050 
患者の退院時の介護度 3.8(±1.73) 0.25399 0.7498 
予後予測：一か月以内 n=25(25.3%) -5.31143 0.0224 
退院後の同居家族：あり n=87(84.5%) 0.60776 0.9512 
主介護者の年齢 58.4(±14.9%) -0.48378 0.0817 
介護者の続柄：嫁 n=16(18.8%) 177.68072 <.0001 
患者の合同カンファレンスの参加：
あり 

n=36(54.5%) -10.51667 0.3441 

家族の合同カンファレンスの参加：
あり 

n=64(96.9%) -175.28125 <.0001 

患者の病名の理解度 3.12(±0.97) 8.86346 0.0203 
家族の病名の理解度 3.9(±0.69) 8.77304 0.0130 
退院時の患者の療養場所の希望：明
確 

n=84(82.4%) -18.61111 0.0486 

退院時の家族の療養場所の希望：明
確 

n=91(90.1%) -39.16044 0.0011 

DPN 介入時の患者の死亡場所の希
望：明確 

n=6(5.8%) 57.10481 0.0001 

DPN 介入時の家族の死亡場所の希
望：明確 

n=7(6.7%) 18.77389 0.1283 

病状が及ぼす身体への支障の説明：
あり 

n=24(27.3%) 10.72917 0.2015 

病状が及ぼす社会的役割への支障の
説明：あり 

n=17(19.3%) 22.64789 0.0310 

病状が及ぼす実存的痛みへの対応・
説明：あり 

n=15(17.0%) 22.42922 0.0422 

家族の介護上の身体的問題：あり n=33(32.0%) -1.67692 0.8770 
家族の介護上の精神的問題：あり n=13(12.6%) 28.16667 0.0082 
家族の介護上の経済的問題：あり n=32(31.1%) 2.95604 0.7920 
病院主治医との連携 n=100(97.1%)  2.74017            0.4484 
リハスタッフとの連携 n=10(9.7%) -0.76237 0.9500 
MSW との連携 n=4(3.8%) 90.89141 <.0001 
往診医との連携 n=57(55.3%) -7.15484 0.3216 
訪問看護師との連携 n=72(69.9%) -1.62800 0.4794 
ケアマネジャーとの連携 n=83(80.6%) -16.45723 0.0681 
 

表 6 退院支援期間との関連要因（重回帰分析の結果） 
 n=103  
変数   β P 値 
MSW との連携   86.33257        0.0001 
介護者の続柄：嫁   82.33257        0.0002 
家族の合同カンファレンスの参加：あり   -81.33257        0.0003 
家族の療養場所の希望：自宅   -32.13119        0.0093 
R2 乗 ： 0.7663   調整済 R2 乗： 0.7483   

 
 



表 7 退院から死亡日までの在宅療養期間との関連（単回帰分析の結果）                                           
予後予測 1か月以内 平均・ｎ数  n=23 
変数 （SD・割合）   β P 値 
DPN 介入時の予後告知に関する家族の理解度 1.83(±0.78) 62.99346 0.0024 
家族の退院時の死亡場所の希望：明確 n=19(82.6%) -109.82895 0.0104 
病状が及ぼす身体への支障の説明：あり n=12(52.2%) 81.44444 0.0163 
退院後の病状の悪化・急変に関する不安への対応：あ
り 

n=20(86.9%) -168.60000 0.0355 

    
予後予測 6か月以内                          n=41 

変数 
平均・ｎ数
（SD・割合）   β P 値 

退院時の要介護度 要支援 1：1 ～ 要介護 5：7 2.67(±1.32) 18.75847 0.0202 
退院時の認知機能の問題：あり n=17(42.5%) 51.73913 0.0443 
退院後に通所サービスを利用 n=3(8.1%) 170.65686 0.0002 
退院後にショートを利用 n=2(5.4%) 131.60000 0.0264 
退院後に訪問看護を利用 n=27(93.1%) -120.56897 <.0001 
病院内カンファに患者が参加 n=33(82.5%) -77.07792 0.0197 
患者への病名告知：あり n=39(95.1%) -232.77500 0.0029 
家族への予後告知：あり n=38(92.7%) -129.41026 0.0238 
家族の退院時の予後告知の理解度 低い：1 ～高い：
5 

4.12(±0.64) -39.20089 0.0461 

意識レベル低下への支援 n=5(12.2%) 85.07222 0.0241 
高次機能障害への支援 n=8(19.5%) 69.38636 0.0260 
退院後の病状の悪化・急変に関する不安への対応：あ
り 

n=29(80.6%) -81.63547 0.0065 

 

 
表 8 退院から死亡日までの在宅療養期間との関連要因（重回帰分析の結果）  
 
予後予測 1か月以内  n=23  

変数   β P 値 
家族の退院時の死亡場所の希望：明確 -109.82895 0.0104 
退院後の病状の悪化・急変に関する不安への対応・説明：あり -168.60000 0.0355 
R2 乗：0.4448  調整済 R2 乗：0.3831 
 

  

 
予後予測 6か月以内  n=41 

変数 β P 値 
退院後に訪問看護を利用 -120.56897 <.0001 
家族への予後告知：あり -129.41026 0.0238 
家族の退院時の予後告知の理解度 低い：1～高い：5 -39.20089 0.0461 
高次機能障害への支援 69.38636 0.0260 
退院後の病状の悪化・急変に関する不安への対応・説明あり -81.63547 0.0065 
Ｒ2 乗：0.7730   調整済 R2 乗：0.7310   
 



表 9：A村の 24 時間医療介護体制構築のプロセス① 

 
表 10：A 村の 24 時間医療介護体制構築のプロセス② 

 
 



表 11：A 村の 24 時間医療介護体制構築のプロセス③ 

 
表 12：A 村の 24 時間医療介護体制構築のプロセス④ 

 
 
 



 
表 13：A 村の 24 時間医療介護体制構築の効果① 

 
 
表 14：A 村の 24 時間医療介護体制構築の効果② 

 
 



 
表 15：A 村の 24 時間医療介護体制構築の効果③ 

 
表 16：A 村の 24 時間医療介護体制構築の効果④ 

 
 
 



 
表 17：A 村の 24 時間医療介護体制構築の効果⑤ 

 
表 18：A 村の 24 時間医療介護体制構築の効果⑥ 

 
 
 



 
表 19：A 村の 24 時間医療介護体制構築の効果⑦ 

 
表 20：A 村の 24 時間医療介護体制構築の効果⑧ 

 



質問紙 （本質問紙への記載・提出を持って本事例の調査協力の同意を得られたとみなします。） 
患者調査 ID  

 
A.患者の属性 
年齢 （      ）歳 性別 男  女 職業  あり   なし   不明 

診療科 
呼内  糖内代  循内  消内  総内  神内  漢方  外科  消外  産婦人  眼科  小児  脳外  整形 
耳鼻科  泌尿器  形成  皮膚  メンタル 

退院時の要介護度 要支援 １ ・ ２    要介護 １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５    申請不要   申請中  今後申請予定 

患者の日常生活自立度（J‣A‣B‣C） 入院時（    ）  退院時（     ） 
退院時の認知機能の問題 なし     あり →程度［  I  Ⅱ  Ⅲ  Ⅳ  M  ］ 

退院後の 
利用サービ
ス 

介護保険 
（  ）訪問介護  （  ）訪問リハ  （  ）訪問入浴  （  ）通所サービス （  ）ショート  （  ）住宅改修  
（  ）福祉用具 その他（                   ） 

医療保険 （  ）訪問診療  （  ）訪問看護  （  ）訪問薬剤  その他（                               ） 

がんの発症部位 （下記番号を記入）  転移 なし  あり →部位[ ・肺  ・脳  ・骨  ・他        ]  
【選】 1 肺   2 胃   3 食道  4 腸  5 肝  6 膵  7 胆  9 腎・膀胱  10 前立腺  11 乳房  12 子宮・卵巣 13 脳  14 骨 15 血液/リンパ節  16 他 

入院日 西暦（     ）年 （    ）月 (    )日 退院日 西暦（     ）年 （    ）月 (    )日 

主な入院目的 精査・診断  抗ガン治療  緩和ケア  感染症の治療  食思不振  体動困難  他（         ） 

入院形態  予定  緊急 予後 （医療者間での認識） ６ヵ月以内    1 か月以内   1 週間以内 

入院前の療養場所 自宅（当院外来受診  他院外来受診  訪問診療利用） 入所（公的施設  民間施設）  その他         
退院後の療養・治
療場所 

自宅（当院外来受診  他院外来受診  訪問診療利用）  転院（一般病床  療養病床 緩和ケア病床） 
入所（公的施設  民間施設）        その他（                                   ） 

現在（調査時）の状況 
 生存   死亡 →場所［ 自宅    病院（ 一般病床  緩和ケア病床  療養病床 ） 

施設（ 公的施設  民間施設）  その他（               ）   不明 ］ 
死亡時期 ・不明  ・把握している→ 西暦（     ）年 （   ）月（   ）日頃 または 自宅療養（   ）日間の後 
 
B．家族の属性 

同居家族の有無 なし  あり →（     ）名 うち  主介護者（あり、 なし）  副介護者（あり、 なし） 

主介護者 
年齢 （      ）歳代 性別 男  女 続柄 配偶者 娘 嫁 息子 他（       ） 
同居状況  同居  別居 →近隣の居住（ あり  なし） 就労 なし  あり  

 

C．退院支援看護師（DPN）の関わりと評価 

退院支援開始日 西暦（     ）年 （   ）月（   ）日 
病院内カンファ 
の開催 

なし あり→ ・患者参加（ なし あり ） 
・家族参加（ なし あり ） 

合同(院外)カンファ
の開催 

なし あり→ ・患者参加（ なし あり ） 
・家族参加（ なし あり ） 

実施した退院支援
の総合評価 全くうまくいかなかった                                             とてもうまくいった 

 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

 
Ｄ.意思決定支援 
１．病名・予後告知の有無                 低     高            低     高 

 
２．療養・死亡場所の希望 

 
 
 
 
 

病名告知の有無と 

病気の理解度 

患者 告知なし  あり→ DPN介入時の理解度 (１ ２ ３ ４ ５)   退院時の理解度 (１ ２ ３ ４ ５)  

家族 告知なし  あり→ DPN介入時の理解度 (１ ２ ３ ４ ５)   退院時の理解度 (１ ２ ３ ４ ５)  

予後告知の有無と 

予後の理解度 

患者 告知なし  あり→ DPN介入時の理解度 (１ ２ ３ ４ ５)   退院時の理解度 (１ ２ ３ ４ ５)  

家族 告知なし  あり→ DPN介入時の理解度 (１ ２ ３ ４ ５)   退院時の理解度 (１ ２ ３ ４ ５)  

退院後の療養 

場所の希望望 

患者 DPN介入時 ・未確認 ・不明確 ・ゆらぎあり ・明確→（  ） 退院時 ・未確認 ・不明確 ・ゆらぎあり ・明確→（  ）  

家族 DPN介入時 ・未確認 ・不明確 ・ゆらぎあり ・明確→（  ） 退院時 ・未確認 ・不明確 ・ゆらぎあり ・明確→（  ） 

希望療養場所の番号 1．自宅  2．院内の病棟  3.他院の療養型病床  4.他院の緩和ケア病床  5..公的施設  6.民間施設  7.その他 

退院後の死亡

場所の希望望 

患者 DPN介入時 ・未確認 ・不明確 ・ゆらぎあり ・明確→（  ） 退院時 ・未確認 ・不明確 ・ゆらぎあり ・明確→（  ） 

家族 DPN介入時 ・未確認 ・不明確 ・ゆらぎあり ・明確→（  ） 退院時 ・未確認 ・不明確 ・ゆらぎあり ・明確→（  ） 

希望死亡場所の番号 1．自宅  2．院内の病棟  3.他院の療養型病床  4.他院の緩和ケア病床  5..公的施設  6.民間施設  7.その他 



３． 退院支援看護師（DPN）による意思決定支援に関する支援の必要性のあった内容・時期・連携職種 
 
●支援の必要性のあった内容（01～57 までに○：複数回答可） 
【医療上の課題】 

A 症状 
01 疼痛   02 呼吸困難   03 全身倦怠感   04 悪心・嘔吐   05 便秘・下痢  06 排尿障害  07 浮腫    

08 貧血・出血  09 意識ﾚﾍﾞﾙ低下 10 高次機能障害  11 不眠  12 不安・抑うつ 13 せん妄  14 他（              ） 

B 今回の入院
で加わった 

医療処置 

21 麻薬管理  22 創傷・褥瘡処置  23 導尿・膀胱留置カテ等  24 人工肛門  25 IVH 管理  26 点滴（末梢）  

27 経管栄養・胃瘻等  28 吸引   29 気切ケア   30 他（                 ） 

C 退院後の
治療方針 

31 患者と家族間の希望の不一致      →患者の希望[下記該当ｶﾀｶﾅ：   ]、家族の希望[下記該当ｶﾀｶﾅ：   ] 

32 患者家族と主治医との希望の不一致  →患者家族の希望[下記該当ｶﾀｶﾅ：   ]、主治医の希望[下記該当ｶﾀｶﾅ：   ] 

33 他（                    ） 

（ｱ. 積極的ながん治療  ｲ. 効果が弱いが身体負荷が少ないがん治療  ｳ. 緩和ケア・症状ｺﾝﾄﾛｰﾙ  ｴ. 治療は何もしない）        

D 病状・現
状の理解 

41 病状が及ぼす身体(ADL)への支障の説明・イメージ化 

42 病状が及ぼす心理(うつ・せん妄、死の受容)への支障の説明 

43 病状が及ぼす社会的役割（仕事、患者の家族役割、家族の社会的役割）への支障の説明  

44 病状が及ぼす実存的痛み（存在意義、残される家族への心配）への対応・説明  

45 退院後の病状の悪化・急変に関する不安への対応・説明 

【介護上の課題】 

E 家族の 
介護上の
問題 

46 身体的問題（持病等）  47 精神的問題   48 経済的問題   

49 理解力の低さ   50 介護負担感の高さ   51 家族員間調整     52 他（             ） 

F 患者の 
生活上の
支障 

53 食事  54 排泄  55 清潔   56 移動   57 他（                ） 

 
●退院に向け特に支援が必要と判断し支援した項目についての対応状況（最大５つ） 

 
 

 
 
※ インタビュー調査対象として： □適  □不適  

以上です。ご協力ありがとうございました。 

支援項目 
（01～57 の番号を

記入） 

C はｱ～ｴも記入 

主な支援方法 

支援 

時期 

支援の 

対象 

退院時の解決の状況 

連携した職種の 
記号 
（下表より 
複数選択） 

入
院
直
後 

入
院
半
ば 

退
院
直
前 

患
者 

家
族 

 

１． 患者・家族への説明 
２． 患者・家族への直接的指導 
３． 院内での調整 
４． 院外との調整 

     

1. 退院前にほぼ解決 
2. 地域との継続課題 
3. 退院後に地域で検討 

 

 

１． 患者・家族への説明 
２． 患者・家族への直接的指導 
３． 院内での調整 
４． 院外との調整 

     

1. 退院前にほぼ解決 
2. 地域との継続課題 
3. 退院後に地域で検討 

 

 

１． 患者・家族への説明 
２． 患者・家族への直接的指導 
３． 院内での調整 
４． 院外との調整 

     

1. 退院前にほぼ解決 
2. 地域との継続課題 
3. 退院後に地域で検討 

 

 

１． 患者・家族への説明 
２． 患者・家族への直接的指導 
３． 院内での調整 
４． 院外との調整 

     

1. 退院前にほぼ解決 
2. 地域との継続課題 
3. 退院後に地域で検討 

 

 

１． 患者・家族への説明 
２． 患者・家族への直接的指導 
３． 院内での調整 
４． 院外との調整 

     

1. 退院前にほぼ解決 
2. 地域との継続課題 
3. 退院後に地域で検討 

 

退院支援に 
関与したｽﾀｯﾌ 

病院： A．病院の主治医  B．病棟看護師  C．外来看護師  D．MSW  E．リハスタッフ  F．薬剤師  G．他(    ）  

地域： H．在宅医  I．訪問看護師  J．ケアマネ  K．介護職 L．訪問薬剤師 M．業者（用具等） N．他（       ）  



 
 

 
 

厚生労働科学研究費補助金 （地域医療基盤開発推進研究事業） 
 

 分担研究報告書 
 

「介護職員に対するがん患者の看取りに関する教育プログラムの開発」 
に関する研究 
 

 
研究分担者  川越 正平 医療法人財団千葉健愛会あおぞら診療所 
 
研究協力者  友松 郁子 医療法人財団千葉健愛会あおぞら診療所 

佐々木友明 医療法人財団千葉健愛会あおぞら診療所 
柳原美奈子 医療法人財団千葉健愛会あおぞら診療所 
山口 朱見 医療法人財団千葉健愛会あおぞら診療所 
山崎 浩二 医療法人財団千葉健愛会あおぞら診療所 

 
 
 

研究要旨 
本研究では、居宅におけるがん患者の看取りを見据え、終末期のケ
アに関する知識と理解を促す教育プログラムを開発することとした。
それに際して、受講者の要望を反映させる形で、より普及性の高い
教育プログラムの開発を目指すこととした。 
その実現のために、これまで当院が実施してきた研修会におけるグ
ループワークや全体共有を通じて寄せられた意見、研修会時に実施し
たアンケート結果を精査した。そこから、施設での看取り体制を充実
させるには、施設の方針や管理者の考えが重要であるということが浮
き彫りとなった。この点を具現化した研修プログラムを開発するため
には、受講者の要望や意見をさらに集約することが必要と考え、松戸
市の居住系施設の方々を対象にインタビュー並びにアンケート調査を
実施した。 
そうして寄せられた要望や意見をまとめ、二つの課題達成を目指す
こことした。①「入居から看取りまでを支える基礎知識を習得する」、
②「看取りを支えるチームづくりについて、施設という枠を超えて受
講者が相互に学び合う」。研修会を二部構成とし、各テーマについて
「講義、グループワーク／ワールドカフェ、全体共有」という流れで
研修プログラムを構成した。 
研修会終了後に研修会に関するアンケートを実施し、回答内容を分
析した結果、本研修会は各受講者に主として以下二つの機会を提供で
きたとの結論を得た。他施設の職員と議論や情報交換をすることで、
「自施設の体制や、自身の介護について見直す機会となった」、「医
療と介護の連携について考える機会となった」。 
尚、本研究は、平成 27 年度からの「在宅医療・介護連携推進事業」
の一環として展開する在宅医療・介護連携支援センター（仮称）の業
務のうち、必須となる「在宅医療・介護関係者の研修」のモデルプロ



 
 

グラムへと発展していくことが期待される。特に「在宅医療・介護関
係者の研修」においては、看取りも見据えた研修プログラムを実施す
ることで、人生の最終段階においても個人の希望にそったケアを提供
できる人材育成と地域づくりを支える一助となることが期待される。 

 
 
 
 
 
Ａ．研究目的 
1981 年以降、日本人の死亡原因の第 1 位を
占めているがんは、人口の高齢化に伴い、その
罹患者数は今後も増加することが想定されて
いる。1看取りの場所として、がん患者の約 8
割が自宅を希望しているにも関わらず、その希
望がかなえられているのは2割に満たない。2こ
の状況に対応するために厚生労働省は、医療機
関の病床数を増やすのではなく、在宅や介護施
設等での看取りを増やすことで対応していく
方針を打ち出している。よって、今後の高齢多
死社会においては、在宅や介護施設といった生
活の場において看取られる人の数がさらに増
加していくことが想定される。3 
しかし、看取り実績のない施設や、看取りを
実施しない方針をとっている施設も依然とし
て多い。その背景要因として、終末期の入所者
に対して必要な医療を提供する体制が整えら
れていないことや、現行の職員配置では看取り
に必要なケアを十分に行うことが難しいこと
が挙げられる。4 
こうした状況下において、医療依存度や介護
依存度の高いがん患者が地域に暮らしながら
ケアから看取りまでを受けられる体制を充実
させることは喫緊の課題である。 
当院ではこれまで、介護職員等を対象に、が
ん患者の看取りを見据え、終末期のケアに関す
る知識と理解を促す教育プログラムを計 6回 
 

                                                        
1 厚生労働省「がん対策推進基本計画」平成 24年 6月 
2 辻 彼南雄「理想の看取りと死に関する国際比較研究」
平成 24年 6月 
3 平成 25 年度 老人保健事業推進費等補助金 老人保健
健康増進等事業「長期療養高齢者の看取りの実態に関す
る横断調査事業」 
4平成 25 年度 老人保健事業推進費等補助金 老人保健
健康増進等事業「長期療養高齢者の看取りの実態に関す
る横断調査事業」 

 
 
 
施行（松戸市において 2回実施、他市での研修 

開催支援を 4回）
＊ 1

してきた。 
本年は、その教育プログラムの施行をとおし
て得られた知見を反映させる形で、より普及性
の高い教育プログラムを開発することを目的
とした。具体的には、以下の二つの課題達成を
目指した。 
 
 
① 入居から看取りまでを支える基礎知識を習
得する 
② 看取りを支えるチームづくりについて、施
設という枠を超えて、受講者が相互に学び
合う 
 
＊１．研修マニュアルを作成（スライドやアンケート等
必要な資料一式を含む）し、同じ内容の研修会を他地域
でも開催できるようにした。 

 
 
Ｂ．研究方法 
ⅰ．研修会の詳細決定プロセス 
当院が実施してきた研修会のうち、介護職員
を対象として実施した下記研修会を総括し、本
年度の研修プログラムを決めることとした。 
 

 平成 24 年度「医療と介護の連携を深める
ための基礎知識をテーマとした一日講習
会」 

 対象：ケアマネジャー、介護職 
 受講者数：92 名 
 

 平成 25 年度：看取りに関する知識と理解を
促すための 2回連続型の研修会 

 対象：居住系施設の介護職 
 受講者数：41 名 

 
上記研修会におけるグループワークや全体



 
 

共有を通じて寄せられた意見や、研修会時に実
施したアンケート結果から、施設での看取り体
制を充実させるには、施設の方針や管理者の考
えが重要であるということが浮き彫りとなっ
た。 
この点をより具体的なかたちで研修プログ
ラムに反映させるために、以下の流れに従い、
居住系施設の方々にインタビュー並びにアン
ケート調査を実施した。 
 
■ 平成 25 年 12 月 
（平成 25年 看取りに関する知識と理解を
促すための研修会 第 2回開催時） 
研修会プログラムの詳細についてインタ
ビュー協力いただける方を募集 
 
■ 平成 26 年 2 月 
松戸市内にある居住系施設管理者 8名にイ
ンタビュー 
■ 平成 26 年 5 月 
研修会の内容に関するアンケートを実施
するための質問紙票を作成 
 
■ 平成 26 年 6 月 
インタビュー協力者 8名の協力を得て、パ
イロット調査を実施 
 
■ 平成 26 年 6 月 
質問紙の修正 
 
■ 平成 26 年 7 月 
松戸市内の居住系施設（133 箇所）の管理者
を対象に、質問紙票を郵送しアンケート調査
を実施（アンケート回収率 31.4％） 
 
 
ⅱ. 研修会の内容 
テーマを「居住系施設管理者や職員を対象と
した終末期ケア研修会～入居から看取りまで
を支えるケア～」とし、下記のとおり 2部構成
とした。 
 
第 1 部 
・講義：入居から看取りまでを支える基礎知識 
 老い、衰えのプロセス 
 看取りのプロセスとケア 
・グループワーク：現状把握と課題抽出 

・全体共有 
第 2部 
・講義：看取りを支えるチーム作り 
 高齢多死社会における居住系施設の役割 
 施設や各職種に向けた論点提示 
・ワールドカフェ 
 他の施設ではどんな悩みをもっているの    
だろう？ 

 他の施設ではどのような工夫をしている
のだろう？ 

・全体共有 
 
本プログラムの特徴 
受講者が、施設の枠や役職（立場）の違いを
超えて、限られた時間の中で、できるだけ多く
の受講者と議論や情報交換できるようにする
ために、以下の工夫を行った。 
・ワールドカフェ形式を採用した。 
・各講義の最後に、講師がグループで話し合う
際の論点を複数提示することで、グループ
で話し合う際の焦点を絞りやすくした。 
 
 
第1部 グループワークでの論点 

 
 
 
第2部 ワールドカフェでの論点 

 
 
 



 
 

ⅲ.対象者（表 1・表 2・表 3・表 4・表 5） 
 松戸市内の居住系施設 133 箇所に案内を送
付し受講者を募った。 
尚、研修会受講の効果をより高めるために、
案内に際しては施設の管理者・管理的立場にあ
る方と、現場で経験や研鑽を積みつつある介護
職や看護職の方が複数名で申込むことを推奨
した。 
 受講者の所属施設（表 1）、職種（表 2）、
経験年数（表 3）、仕事上での看取り経験の有
無（表 4）、看取り件数（表 5）は下記に示す
とおりである。 
 
 
 
表 1．受講者の所属施設 

  n % 

特別養護老人ホーム 8 18.6 

グループホーム 26 60.5 

小規模多機能型居宅介護施設 2 4.7 

有料老人ホーム 1 2.3 

サービス付き高齢者向け住宅 1 2.3 

宅老所 2 4.7 

介護老人保健施設 1 2.3 

無回答 2 4.7 

合計 43 100.0 

 
 
 
 
 
表 2．受講者の職種（複数回答） 

  n % 

看護師 4 9.3 

ケアマネジャー 15 34.9 

ヘルパー 11 25.6 

介護福祉士 24 55.8 

社会福祉士 3 7.0 

その他 2 4.7 

無回答 2 4.7 

合計 43 100.0 

 
 
 
 

 
 
表 3．経験年数 
  n % 

1 年未満 3 7.0 

1 年～5 年未満 12 27.9 

5 年～10 年未満 18 41.9 

10 年～15 年未満 7 16.3 
15 年～20 年未満 1 2.3 
20 年以上 0 0.0 
無回答 2 4.6 
合計 43 100.0 

 
 
表 4．仕事上での看取り経験の有無 

  n % 

ある 31 72.1 

ない 11 25.6 

無回答 1 2.3 

合計 43 100.0 

 
 
 
表 5．看取り件数 

件数 n % 

1 5 11.6 

2 2 4.7 

3 1 2.3 

4 2 4.7 

5 1 2.3 

6 5 11.6 

7 4 9.3 

8 1 2.3 

10 1 2.3 

12 1 2.3 

20 2 4.7 

30 5 11.6 

無回答 13 30.2 

合計 43 100.0 

 
 
 
 
 
 



 
 

ⅳ. 研修会の様子 
 以下、当日のプログラムの内容順に、研修会
の様子を写真で報告する。 
 
第 1 部 
 
 
講義 
【入居から看取りまでを支える基礎知識】 

 
 
 
 
 
 
 
 
グループワーク 
【管理者のグループ】 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
【職員のグループ】 

 
 
 
 
 
 
 
 
全体共有 

 
 
＊休憩時間に席移動し、管理者と他施設の職員
が一緒となるメンバー構成とした 
 
 
 
 
 
 
 



第 2部 
 
講義  
【看取りを支えるチーム作り

 
ワールドカフェ
【管理者と職員が一緒のグループ】

【管理者と職員が一緒のグループ】

 
＊ワールドカフェの中盤に席替えをし、最初の
グループ編成に戻った

看取りを支えるチーム作り

ワールドカフェ 
【管理者と職員が一緒のグループ】

【管理者と職員が一緒のグループ】

＊ワールドカフェの中盤に席替えをし、最初の
グループ編成に戻った

看取りを支えるチーム作り】 

【管理者と職員が一緒のグループ】

【管理者と職員が一緒のグループ】

＊ワールドカフェの中盤に席替えをし、最初の
グループ編成に戻った 

 

【管理者と職員が一緒のグループ】① 

【管理者と職員が一緒のグループ】② 

＊ワールドカフェの中盤に席替えをし、最初の

 

 

 

＊ワールドカフェの中盤に席替えをし、最初の

【管理者のグループ】

 
 
【職員のグループ】

 
 
 
全体共有

 

【管理者のグループ】

【職員のグループ】

全体共有 

【管理者のグループ】 

【職員のグループ】 

 

 

 

 



 
 
（倫理面への配慮）
 研修会終了
たり、書面で研究趣旨と倫理的配慮に関する事
項（自由意思による回答であること、途中で回
答したくなくなった場合には無理に回答しな
くて構わないこと、データ処理と個人情報の管
理等）を明記、口頭で説明した。調査票の回収
をもって調査協力に同意したとみなした。
 
 
Ｃ．研究結果
受講者に対して、研修会終了後に
を実施した。アンケート回収率は
（100.0％）であった。
研修プログラムの効果を検討するために、以
下の点について調査をし、管理者と職員の回答
について比較分析を行った。
 入居者を看取りまでケアすることについ
て、研修会受講前に抱えていた悩みや課
題 

 研修会に参加することで、その悩みや課
題に対する解決策は見つけられたか

 入居者に対して看取りケアを提供する上
で大切だと思われることと、それを実現
するための方策を得られたか

 研修会に対する評価
 
ⅰ. 入居者を看取りまでケアすることについ
て、研修会受講前に抱えていた悩みや課題につ
いてのアンケート結果
 入居者を看取りまでケアすることについて、
研修会受講前に抱えていた悩みや課題につい
て、自由記述形式で回答を求め、それらをテー

（倫理面への配慮） 
終了後のアンケートを実施するにあ

たり、書面で研究趣旨と倫理的配慮に関する事
項（自由意思による回答であること、途中で回
答したくなくなった場合には無理に回答しな
くて構わないこと、データ処理と個人情報の管
理等）を明記、口頭で説明した。調査票の回収
をもって調査協力に同意したとみなした。

Ｃ．研究結果 
受講者に対して、研修会終了後に
を実施した。アンケート回収率は
％）であった。

研修プログラムの効果を検討するために、以
下の点について調査をし、管理者と職員の回答
について比較分析を行った。
入居者を看取りまでケアすることについ
て、研修会受講前に抱えていた悩みや課

研修会に参加することで、その悩みや課
題に対する解決策は見つけられたか
入居者に対して看取りケアを提供する上
で大切だと思われることと、それを実現
するための方策を得られたか
研修会に対する評価

入居者を看取りまでケアすることについ
て、研修会受講前に抱えていた悩みや課題につ
いてのアンケート結果
入居者を看取りまでケアすることについて、
研修会受講前に抱えていた悩みや課題につい
、自由記述形式で回答を求め、それらをテー

 
後のアンケートを実施するにあ

たり、書面で研究趣旨と倫理的配慮に関する事
項（自由意思による回答であること、途中で回
答したくなくなった場合には無理に回答しな
くて構わないこと、データ処理と個人情報の管
理等）を明記、口頭で説明した。調査票の回収
をもって調査協力に同意したとみなした。

受講者に対して、研修会終了後に
を実施した。アンケート回収率は
％）であった。 

研修プログラムの効果を検討するために、以
下の点について調査をし、管理者と職員の回答
について比較分析を行った。 
入居者を看取りまでケアすることについ
て、研修会受講前に抱えていた悩みや課

研修会に参加することで、その悩みや課
題に対する解決策は見つけられたか
入居者に対して看取りケアを提供する上
で大切だと思われることと、それを実現
するための方策を得られたか
研修会に対する評価 

入居者を看取りまでケアすることについ
て、研修会受講前に抱えていた悩みや課題につ
いてのアンケート結果（表 6，表
入居者を看取りまでケアすることについて、
研修会受講前に抱えていた悩みや課題につい
、自由記述形式で回答を求め、それらをテー

後のアンケートを実施するにあ
たり、書面で研究趣旨と倫理的配慮に関する事
項（自由意思による回答であること、途中で回
答したくなくなった場合には無理に回答しな
くて構わないこと、データ処理と個人情報の管
理等）を明記、口頭で説明した。調査票の回収
をもって調査協力に同意したとみなした。 

受講者に対して、研修会終了後にアンケート
を実施した。アンケート回収率は 43

研修プログラムの効果を検討するために、以
下の点について調査をし、管理者と職員の回答

入居者を看取りまでケアすることについ
て、研修会受講前に抱えていた悩みや課

研修会に参加することで、その悩みや課
題に対する解決策は見つけられたか 
入居者に対して看取りケアを提供する上
で大切だと思われることと、それを実現
するための方策を得られたか 

入居者を看取りまでケアすることについ
て、研修会受講前に抱えていた悩みや課題につ

，表 7） 
入居者を看取りまでケアすることについて、
研修会受講前に抱えていた悩みや課題につい
、自由記述形式で回答を求め、それらをテー

 

後のアンケートを実施するにあ
たり、書面で研究趣旨と倫理的配慮に関する事
項（自由意思による回答であること、途中で回
答したくなくなった場合には無理に回答しな
くて構わないこと、データ処理と個人情報の管
理等）を明記、口頭で説明した。調査票の回収

 

アンケート
43 名

研修プログラムの効果を検討するために、以
下の点について調査をし、管理者と職員の回答

入居者を看取りまでケアすることについ
て、研修会受講前に抱えていた悩みや課

研修会に参加することで、その悩みや課
 

入居者に対して看取りケアを提供する上
で大切だと思われることと、それを実現

入居者を看取りまでケアすることについ
て、研修会受講前に抱えていた悩みや課題につ

入居者を看取りまでケアすることについて、
研修会受講前に抱えていた悩みや課題につい
、自由記述形式で回答を求め、それらをテー

マ別にコーディングし分類した。

回答例は下記のとおりとなる。

【職員が抱える不安やストレスに関すること】
例）「
又、心のケアをどのようにやっていけば良いか。」
 
【医療との連携に関すること】
例）「緊急時の
期は不安あり。）
 
【家族との関係】
例）
 
 【入居者との関係（本人の
例）「ご自身で最後の判断が出来ない方の看取りが、ど
う対応していいのか、常に悩みとなっている。」

 
 
その内容は【家族との関係】以外は異なるもの
だった。分類毎の回答例は下記のとおりとなる。
 
【看取りに関すること】
例）
 
【夜間対応に関すること】
例）
車を呼べばよいかが分からない。（マニュアルはあるけ
ど）」
 
【介護職としての役割について】
例）「どこまでケアすることが、ご本人のためなのか」
 
【家族との関係】
例）
応、説明」

 
 
表
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

マ別にコーディングし分類した。
管理者の回答は
回答例は下記のとおりとなる。
 
【職員が抱える不安やストレスに関すること】
例）「スタッフへの不安感をどのように解消できるか、
又、心のケアをどのようにやっていけば良いか。」

【医療との連携に関すること】
例）「緊急時の往診
期は不安あり。）

【家族との関係】
例）「家族と一緒に看取りを考えるには？」

【入居者との関係（本人の
例）「ご自身で最後の判断が出来ない方の看取りが、ど
う対応していいのか、常に悩みとなっている。」

 同様に、職員の回答も
その内容は【家族との関係】以外は異なるもの
だった。分類毎の回答例は下記のとおりとなる。

【看取りに関すること】
例）「経験がないのでまだ分からないことが不安

【夜間対応に関すること】
例）「夜勤帯に急変した場合どういった状態の時に救急
車を呼べばよいかが分からない。（マニュアルはあるけ
ど）」(a3) 

【介護職としての役割について】
例）「どこまでケアすることが、ご本人のためなのか」

【家族との関係】
例）「家族への説明、点滴を過度に希望する家族への対
応、説明」(b2) 

表 6．研修会受講前に抱えていた悩みや課題（管理者

マ別にコーディングし分類した。
の回答は 4つに大別された。分類毎の

回答例は下記のとおりとなる。

【職員が抱える不安やストレスに関すること】
スタッフへの不安感をどのように解消できるか、

又、心のケアをどのようにやっていけば良いか。」

【医療との連携に関すること】
往診が無いため（可能なときもあり

期は不安あり。） 

【家族との関係】 
「家族と一緒に看取りを考えるには？」

【入居者との関係（本人の意思
例）「ご自身で最後の判断が出来ない方の看取りが、ど
う対応していいのか、常に悩みとなっている。」

同様に、職員の回答も
その内容は【家族との関係】以外は異なるもの
だった。分類毎の回答例は下記のとおりとなる。

【看取りに関すること】 
「経験がないのでまだ分からないことが不安

【夜間対応に関すること】 
「夜勤帯に急変した場合どういった状態の時に救急

車を呼べばよいかが分からない。（マニュアルはあるけ

【介護職としての役割について】
例）「どこまでケアすることが、ご本人のためなのか」

【家族との関係】 
「家族への説明、点滴を過度に希望する家族への対

 

．研修会受講前に抱えていた悩みや課題（管理者

マ別にコーディングし分類した。 
つに大別された。分類毎の

回答例は下記のとおりとなる。 

【職員が抱える不安やストレスに関すること】
スタッフへの不安感をどのように解消できるか、

又、心のケアをどのようにやっていけば良いか。」

【医療との連携に関すること】 
が無いため（可能なときもあり

「家族と一緒に看取りを考えるには？」

意思確認）に関すること】
例）「ご自身で最後の判断が出来ない方の看取りが、ど
う対応していいのか、常に悩みとなっている。」

同様に、職員の回答も 4 つに分類されたが、
その内容は【家族との関係】以外は異なるもの
だった。分類毎の回答例は下記のとおりとなる。

「経験がないのでまだ分からないことが不安

「夜勤帯に急変した場合どういった状態の時に救急
車を呼べばよいかが分からない。（マニュアルはあるけ

【介護職としての役割について】 
例）「どこまでケアすることが、ご本人のためなのか」

「家族への説明、点滴を過度に希望する家族への対

．研修会受講前に抱えていた悩みや課題（管理者

 
つに大別された。分類毎の

【職員が抱える不安やストレスに関すること】 
スタッフへの不安感をどのように解消できるか、

又、心のケアをどのようにやっていけば良いか。」（a1）

が無いため（可能なときもあり)終末

「家族と一緒に看取りを考えるには？」(b1) 

確認）に関すること】 
例）「ご自身で最後の判断が出来ない方の看取りが、ど
う対応していいのか、常に悩みとなっている。」 

つに分類されたが、
その内容は【家族との関係】以外は異なるもの
だった。分類毎の回答例は下記のとおりとなる。

「経験がないのでまだ分からないことが不安 」(a2)

「夜勤帯に急変した場合どういった状態の時に救急
車を呼べばよいかが分からない。（マニュアルはあるけ

例）「どこまでケアすることが、ご本人のためなのか」 

「家族への説明、点滴を過度に希望する家族への対

．研修会受講前に抱えていた悩みや課題（管理者）

つに大別された。分類毎の

スタッフへの不安感をどのように解消できるか、
） 

終末

 
例）「ご自身で最後の判断が出来ない方の看取りが、ど

つに分類されたが、
その内容は【家族との関係】以外は異なるもの
だった。分類毎の回答例は下記のとおりとなる。 

(a2) 

「夜勤帯に急変した場合どういった状態の時に救急
車を呼べばよいかが分からない。（マニュアルはあるけ

 

「家族への説明、点滴を過度に希望する家族への対

） 



表 7．研修会受講前に抱えていた悩みや課題（職員）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
以上の回答において管理者が抱えている悩
みや課題として最も多く寄せられた回答は
員が抱える不安やストレスに関すること】
った。その内容は
に、スタッフの不安感軽減や、心のケアへの対
応というものであった。
 それに対して、職員の回答として多かったの
は、看取りや夜間対応に対する‘不安’
であった。
 
 【家族との関係】について、管理者は入居者
の家族と一緒に、入居者の看取りについて考え
ていくことについて悩みを抱えていた
なわち一緒に同じ課題を見据えて、それを解決
する上での困難さを感じていたのに対し、職員
の回答は、家族への説明において困難を感じて
いるというものであった
ため、一般化はできないが、管理者と職員は家
族との関係において、異なるタイプの悩みを抱
える傾向があると想定される。
 
 
ⅱ研修会に参加することで、研修会受講前に抱
えていた悩みや課題に対する解決策について
のアンケー
 研修会に参加することで、研修会受講前に抱
えていた悩みや課題（表
や課題）の解決策について、下記４択からの選
択方式で回答を得た。
 
１． 解決策が見つかった
２． 解決のためのヒントが得られた
３． 悩みや課題に対する見識が深まった
４． その他

．研修会受講前に抱えていた悩みや課題（職員）

以上の回答において管理者が抱えている悩
みや課題として最も多く寄せられた回答は
員が抱える不安やストレスに関すること】
った。その内容は(a1)
に、スタッフの不安感軽減や、心のケアへの対
応というものであった。
それに対して、職員の回答として多かったの
は、看取りや夜間対応に対する‘不安’
であった。 

【家族との関係】について、管理者は入居者
の家族と一緒に、入居者の看取りについて考え
ていくことについて悩みを抱えていた
なわち一緒に同じ課題を見据えて、それを解決
する上での困難さを感じていたのに対し、職員
の回答は、家族への説明において困難を感じて
いるというものであった
ため、一般化はできないが、管理者と職員は家
族との関係において、異なるタイプの悩みを抱
える傾向があると想定される。

ⅱ研修会に参加することで、研修会受講前に抱
えていた悩みや課題に対する解決策について
のアンケート結果 
に参加することで、研修会受講前に抱

えていた悩みや課題（表
や課題）の解決策について、下記４択からの選
択方式で回答を得た。

解決策が見つかった
解決のためのヒントが得られた
悩みや課題に対する見識が深まった
その他 

．研修会受講前に抱えていた悩みや課題（職員）

以上の回答において管理者が抱えている悩
みや課題として最も多く寄せられた回答は
員が抱える不安やストレスに関すること】

(a1)の例で示されているよう
に、スタッフの不安感軽減や、心のケアへの対
応というものであった。 
それに対して、職員の回答として多かったの
は、看取りや夜間対応に対する‘不安’

【家族との関係】について、管理者は入居者
の家族と一緒に、入居者の看取りについて考え
ていくことについて悩みを抱えていた
なわち一緒に同じ課題を見据えて、それを解決
する上での困難さを感じていたのに対し、職員
の回答は、家族への説明において困難を感じて
いるというものであった(b2)。回答数が
ため、一般化はできないが、管理者と職員は家
族との関係において、異なるタイプの悩みを抱
える傾向があると想定される。 

ⅱ研修会に参加することで、研修会受講前に抱
えていた悩みや課題に対する解決策について

に参加することで、研修会受講前に抱
えていた悩みや課題（表 6、表 7
や課題）の解決策について、下記４択からの選
択方式で回答を得た。 

解決策が見つかった 
解決のためのヒントが得られた
悩みや課題に対する見識が深まった

．研修会受講前に抱えていた悩みや課題（職員）

以上の回答において管理者が抱えている悩
みや課題として最も多く寄せられた回答は【職
員が抱える不安やストレスに関すること】であ

の例で示されているよう
に、スタッフの不安感軽減や、心のケアへの対

それに対して、職員の回答として多かったの
は、看取りや夜間対応に対する‘不安’(a2, a3)

【家族との関係】について、管理者は入居者
の家族と一緒に、入居者の看取りについて考え
ていくことについて悩みを抱えていた(b1)。す
なわち一緒に同じ課題を見据えて、それを解決
する上での困難さを感じていたのに対し、職員
の回答は、家族への説明において困難を感じて

。回答数が 1件の
ため、一般化はできないが、管理者と職員は家
族との関係において、異なるタイプの悩みを抱

 

ⅱ研修会に参加することで、研修会受講前に抱
えていた悩みや課題に対する解決策について

に参加することで、研修会受講前に抱
7で示した悩み

や課題）の解決策について、下記４択からの選

解決のためのヒントが得られた 
悩みや課題に対する見識が深まった 

．研修会受講前に抱えていた悩みや課題（職員） 

以上の回答において管理者が抱えている悩
【職
であ

の例で示されているよう
に、スタッフの不安感軽減や、心のケアへの対

それに対して、職員の回答として多かったの
(a2, a3)

【家族との関係】について、管理者は入居者
の家族と一緒に、入居者の看取りについて考え

。す
なわち一緒に同じ課題を見据えて、それを解決
する上での困難さを感じていたのに対し、職員
の回答は、家族への説明において困難を感じて

件の
ため、一般化はできないが、管理者と職員は家
族との関係において、異なるタイプの悩みを抱

ⅱ研修会に参加することで、研修会受講前に抱
えていた悩みや課題に対する解決策について

に参加することで、研修会受講前に抱
で示した悩み

や課題）の解決策について、下記４択からの選

 約半数の受講者が「解決のためのヒントが得ら
れた」（
った」（
とって、本研修会は悩みや課題解決の上で有効で
あったとの評価を得られた。

3
が深まった」（
ることから、新たな課題の発見や、気付きがあっ
たことも推察される。
 
表 8

 
 
ⅲ．
で大切だと思うこと
果（表

大切だと思ったこと
回答を求め、それらをテーマ別にコーディング
し分類した

答例は下記のとおりとなる。中でも、【入居者
本人や家族との関係】については、受講者した
管理者全員が大切なこととした回答した。

【入居者本人や家族との関係】
例）
 
【職員をサポートする仕組み】
例）

 
【他職種や職員との連携】
例）

 
【管理者の姿勢】
例）
 
【医療・看取りについての知識】
例）

約半数の受講者が「解決のためのヒントが得ら
れた」（46.5%
った」（7.0%）と合わせると、過半数の受講者に
とって、本研修会は悩みや課題解決の上で有効で
あったとの評価を得られた。

3割以上の受講者が「悩みや課題に対する見識
が深まった」（
ることから、新たな課題の発見や、気付きがあっ
たことも推察される。

8．研修会受講前に抱えていた悩みや課題に対する解決策につい

ⅲ．研修会を受講後、看取りケアを提供する上
で大切だと思うこと
果（表 9、表
研修会受講後に、看取りケアを提供する上で
大切だと思ったこと
回答を求め、それらをテーマ別にコーディング
し分類した。
管理者の回答は
答例は下記のとおりとなる。中でも、【入居者
本人や家族との関係】については、受講者した
管理者全員が大切なこととした回答した。
 
【入居者本人や家族との関係】
例）「本人、家族の真の意向をくみ取る事

【職員をサポートする仕組み】
例）「職員、家族の不安を医師、看護師等の力を借り、
軽減する機会を持つこと」

【他職種や職員との連携】
例）「他職種との連携を密にしていないと利用者は
支えられない

【管理者の姿勢】
例）「管理者等上に立つものの、ぶれない意志

【医療・看取りについての知識】
例）「看取りステージの心身の変化

約半数の受講者が「解決のためのヒントが得ら
46.5%）と回答した。「解決策が見つか
）と合わせると、過半数の受講者に

とって、本研修会は悩みや課題解決の上で有効で
あったとの評価を得られた。
割以上の受講者が「悩みや課題に対する見識
が深まった」（32.6%）という回答を選択してい
ることから、新たな課題の発見や、気付きがあっ
たことも推察される。 

研修会受講前に抱えていた悩みや課題に対する解決策につい

研修会を受講後、看取りケアを提供する上
で大切だと思うことについてのアンケート結
、表 10） 

研修会受講後に、看取りケアを提供する上で
大切だと思ったことについて、自由記述形式で
回答を求め、それらをテーマ別にコーディング

。 
管理者の回答は 5つに大別され、
答例は下記のとおりとなる。中でも、【入居者
本人や家族との関係】については、受講者した
管理者全員が大切なこととした回答した。

【入居者本人や家族との関係】
本人、家族の真の意向をくみ取る事

【職員をサポートする仕組み】
「職員、家族の不安を医師、看護師等の力を借り、
軽減する機会を持つこと」

【他職種や職員との連携】 
他職種との連携を密にしていないと利用者は
支えられない」 

【管理者の姿勢】 
管理者等上に立つものの、ぶれない意志

【医療・看取りについての知識】
看取りステージの心身の変化

約半数の受講者が「解決のためのヒントが得ら
）と回答した。「解決策が見つか
）と合わせると、過半数の受講者に

とって、本研修会は悩みや課題解決の上で有効で
あったとの評価を得られた。 
割以上の受講者が「悩みや課題に対する見識

）という回答を選択してい
ることから、新たな課題の発見や、気付きがあっ

研修会受講前に抱えていた悩みや課題に対する解決策につい

研修会を受講後、看取りケアを提供する上
についてのアンケート結

研修会受講後に、看取りケアを提供する上で
について、自由記述形式で

回答を求め、それらをテーマ別にコーディング

つに大別され、分類毎の回
答例は下記のとおりとなる。中でも、【入居者
本人や家族との関係】については、受講者した
管理者全員が大切なこととした回答した。

【入居者本人や家族との関係】 
本人、家族の真の意向をくみ取る事」

【職員をサポートする仕組み】 
「職員、家族の不安を医師、看護師等の力を借り、
軽減する機会を持つこと」(c1) 

他職種との連携を密にしていないと利用者は

管理者等上に立つものの、ぶれない意志

【医療・看取りについての知識】 
看取りステージの心身の変化」 

約半数の受講者が「解決のためのヒントが得ら
）と回答した。「解決策が見つか
）と合わせると、過半数の受講者に

とって、本研修会は悩みや課題解決の上で有効で

割以上の受講者が「悩みや課題に対する見識
）という回答を選択してい

ることから、新たな課題の発見や、気付きがあっ

研修会受講前に抱えていた悩みや課題に対する解決策につい

 

研修会を受講後、看取りケアを提供する上
についてのアンケート結

研修会受講後に、看取りケアを提供する上で
について、自由記述形式で

回答を求め、それらをテーマ別にコーディング

分類毎の回
答例は下記のとおりとなる。中でも、【入居者
本人や家族との関係】については、受講者した
管理者全員が大切なこととした回答した。 

」 

「職員、家族の不安を医師、看護師等の力を借り、

他職種との連携を密にしていないと利用者は

管理者等上に立つものの、ぶれない意志」 

約半数の受講者が「解決のためのヒントが得ら
）と回答した。「解決策が見つか
）と合わせると、過半数の受講者に

とって、本研修会は悩みや課題解決の上で有効で

割以上の受講者が「悩みや課題に対する見識
）という回答を選択してい

ることから、新たな課題の発見や、気付きがあっ

研修会受講前に抱えていた悩みや課題に対する解決策について 

 

研修会を受講後、看取りケアを提供する上
についてのアンケート結

研修会受講後に、看取りケアを提供する上で
について、自由記述形式で

回答を求め、それらをテーマ別にコーディング

分類毎の回
答例は下記のとおりとなる。中でも、【入居者
本人や家族との関係】については、受講者した

「職員、家族の不安を医師、看護師等の力を借り、

他職種との連携を密にしていないと利用者は   



同様に、職員の回答は
毎の回答例は下記のとおりである。管理者の回
答と同様に、最も多かった回答は【入居者本人
や家族との関係】というものだった。
 
【入居者本人や家族との関係】
例）「家族と話し合い、医者との話し合いでどのように
（本人の）希望をかなえるべきか」
 
【他職種や職員との連携】
例）「スタッフが皆で情報や意識を共有すること」
 
【医療・看取りについての知識】
例）「死に対する看取り方、経験者などの話」
 
【職員をサポートする仕組み】
例）「看取った後のスタッフのケア」
 
【管理者の考え方・姿勢】
例）「施設の方針」

 
 
表 9．看取りケアを提供する上で大切だと思うこと（管理者）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 10．看取りケアを提供する上で大切だと思うこと（職員）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 以上から明らかなように、受講者の多くが看
取りケアを提供する上で最も重要なこととし
て【入居者本人や家族との関係】

同様に、職員の回答は
毎の回答例は下記のとおりである。管理者の回
答と同様に、最も多かった回答は【入居者本人
や家族との関係】というものだった。

【入居者本人や家族との関係】
「家族と話し合い、医者との話し合いでどのように

（本人の）希望をかなえるべきか」

【他職種や職員との連携】
例）「スタッフが皆で情報や意識を共有すること」

【医療・看取りについての知識】
例）「死に対する看取り方、経験者などの話」

【職員をサポートする仕組み】
例）「看取った後のスタッフのケア」

【管理者の考え方・姿勢】
例）「施設の方針」 

．看取りケアを提供する上で大切だと思うこと（管理者）

．看取りケアを提供する上で大切だと思うこと（職員）

以上から明らかなように、受講者の多くが看
取りケアを提供する上で最も重要なこととし
入居者本人や家族との関係】

同様に、職員の回答は 5つに大別され、分類
毎の回答例は下記のとおりである。管理者の回
答と同様に、最も多かった回答は【入居者本人
や家族との関係】というものだった。

【入居者本人や家族との関係】 
「家族と話し合い、医者との話し合いでどのように

（本人の）希望をかなえるべきか」(c2)

【他職種や職員との連携】 
例）「スタッフが皆で情報や意識を共有すること」

【医療・看取りについての知識】 
例）「死に対する看取り方、経験者などの話」

【職員をサポートする仕組み】 
例）「看取った後のスタッフのケア」 

【管理者の考え方・姿勢】 

．看取りケアを提供する上で大切だと思うこと（管理者）

．看取りケアを提供する上で大切だと思うこと（職員）

以上から明らかなように、受講者の多くが看
取りケアを提供する上で最も重要なこととし
入居者本人や家族との関係】

つに大別され、分類
毎の回答例は下記のとおりである。管理者の回
答と同様に、最も多かった回答は【入居者本人
や家族との関係】というものだった。 

「家族と話し合い、医者との話し合いでどのように
(c2) 

例）「スタッフが皆で情報や意識を共有すること」 

例）「死に対する看取り方、経験者などの話」 

 

．看取りケアを提供する上で大切だと思うこと（管理者）

．看取りケアを提供する上で大切だと思うこと（職員）

以上から明らかなように、受講者の多くが看
取りケアを提供する上で最も重要なこととし
入居者本人や家族との関係】を挙げた。

つに大別され、分類
毎の回答例は下記のとおりである。管理者の回
答と同様に、最も多かった回答は【入居者本人

「家族と話し合い、医者との話し合いでどのように

 

．看取りケアを提供する上で大切だと思うこと（管理者）） 

．看取りケアを提供する上で大切だと思うこと（職員）） 

以上から明らかなように、受講者の多くが看
取りケアを提供する上で最も重要なこととし

を挙げた。 

 
ポートする仕組み】に関するものだった。研修
会受講前に管理者が悩みや課題として抱えて
いることに関する回答の上位を占めたのは、
【職員が抱える不安やストレスに関すること】
であった。
 
ⅳ．研修会の評価についてのアンケート結果
 
ワールドカフェについて
た（「
 
（
■ 
についてのアンケート結果（表
 

かといったら満足」と回答）から講義に対する
満足度が高いとの結果が得られた。職員の
割以上が講義に満足と回答しており（
「満足」、「どちらかといったら満足」）、高
い評価が得られた。
 
ない」と回答している。
表
【管理者】
 講義について…
1.満足
2.どちらかといったら満足
3.どちらでもない
4.どちらかといったら不満
5.不満
無回答
合計
 
表
【職員】
 講義について…
1.満足
2.どちらかといったら満足
3.どちらでもない
4.どちらかといったら不満
5.不満
無回答
合計

■
（表

 管理者の回答で次に多かったのは【職員をサ
ポートする仕組み】に関するものだった。研修
会受講前に管理者が悩みや課題として抱えて
いることに関する回答の上位を占めたのは、
【職員が抱える不安やストレスに関すること】
であった。 

ⅳ．研修会の評価についてのアンケート結果
 プログラムに沿って、講義、グループワーク、
ワールドカフェについて
た（「1．満足」～「

（1）第 1部 
 講義「入居から看取りまでを支える基礎知識
についてのアンケート結果（表

管理者の 9
かといったら満足」と回答）から講義に対する
満足度が高いとの結果が得られた。職員の
割以上が講義に満足と回答しており（
「満足」、「どちらかといったら満足」）、高
い評価が得られた。
 一方、職員の
ない」と回答している。
表 11．講義「入居から看取りまでを支える基礎知識」
【管理者】 
講義について…
満足 
どちらかといったら満足
どちらでもない
どちらかといったら不満
不満 
無回答 
合計 

表 12．講義「入居から看取りまでを支える基礎知識」
【職員】 
講義について…
満足 
どちらかといったら満足
どちらでもない
どちらかといったら不満
不満 
無回答 
合計 

■グループワークについてのアンケート結果
（表 13、表 14
講義についての満足度同様、グループワーク

管理者の回答で次に多かったのは【職員をサ
ポートする仕組み】に関するものだった。研修
会受講前に管理者が悩みや課題として抱えて
いることに関する回答の上位を占めたのは、
【職員が抱える不安やストレスに関すること】

ⅳ．研修会の評価についてのアンケート結果
プログラムに沿って、講義、グループワーク、
ワールドカフェについて
．満足」～「5．不満」）。

 
講義「入居から看取りまでを支える基礎知識
についてのアンケート結果（表

9 割（89.3%が「満足」、「どちら
かといったら満足」と回答）から講義に対する
満足度が高いとの結果が得られた。職員の
割以上が講義に満足と回答しており（
「満足」、「どちらかといったら満足」）、高
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講義についての満足度同様、グループワーク

管理者の回答で次に多かったのは【職員をサ
ポートする仕組み】に関するものだった。研修
会受講前に管理者が悩みや課題として抱えて
いることに関する回答の上位を占めたのは、
【職員が抱える不安やストレスに関すること】

ⅳ．研修会の評価についてのアンケート結果
プログラムに沿って、講義、グループワーク、
ワールドカフェについて 5 段階で回答を求め

．不満」）。

講義「入居から看取りまでを支える基礎知識
についてのアンケート結果（表 11、表

が「満足」、「どちら
かといったら満足」と回答）から講義に対する
満足度が高いとの結果が得られた。職員の
割以上が講義に満足と回答しており（
「満足」、「どちらかといったら満足」）、高

26.7%）が「どちらでも
ない」と回答している。 
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n 
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どちらかといったら不満 1 
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n 
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0 
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講義についての満足度同様、グループワーク

管理者の回答で次に多かったのは【職員をサ
ポートする仕組み】に関するものだった。研修
会受講前に管理者が悩みや課題として抱えて
いることに関する回答の上位を占めたのは、
【職員が抱える不安やストレスに関すること】

ⅳ．研修会の評価についてのアンケート結果 
プログラムに沿って、講義、グループワーク、

段階で回答を求め
．不満」）。 
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、表 12） 

が「満足」、「どちら
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満足度が高いとの結果が得られた。職員の 7
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管理者の回答で次に多かったのは【職員をサ
ポートする仕組み】に関するものだった。研修
会受講前に管理者が悩みや課題として抱えて
いることに関する回答の上位を占めたのは、 
【職員が抱える不安やストレスに関すること】 
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講義についての満足度同様、グループワーク



についての満足度も、管理者の方が、職員より
も高い傾向となった。 
 
表 13．グループワーク【管理者】 
グループワークについて…  n % 
1.満足 15 53.6 
2.どちらかといったら満足 10 35.7 
3.どちらでもない 1 3.6 
4.どちらかといったら不満 1 3.6 
5.不満 0 0.0 
無回答 1 10.0 
合計 28 100.0 
 
表 14．グループワーク【職員】 
グループワークについて n % 
1.満足 10 66.7 

2.どちらかといったら満足 0 0.0 

3.どちらでもない 3 20.0 
4.どちらかといったら不満 1 6.7 
5.不満 0 0.0 
無回答 1 6.7 

合計 15 100.0 
 
 講義に対する満足度と、グループワークに対
する満足度を精査した結果、これらは相関関係
にあった。 
 
 
（2）第 2部 
 
■講義「看取りを支えるチーム作り」について
のアンケート結果 
 
 第 2 部の講義に対する満足度も、管理者（92.8%
が「満足」、「どちらかといったら満足」と回答）、
職員（86.78%が「満足」、「どちらかといったら満
足」と回答）ともに高い結果となった。 
 
 
表 15．講義「看取りを支えるチーム作り」【管理者】 
 講義について… n % 

1.満足 10 35.7 
2.どちらかといったら満足 16 57.1 
3.どちらでもない 2 7.1 
4.どちらかといったら不満 0 0.0 
5.不満 0 0.0 

合計 28 100.0 
 

表 16．講義「看取りを支えるチーム作り」【職員】 
 講義について… n % 

1.満足 9 60.0 
2.どちらかといったら満足 4 26.7 
3.どちらでもない 2 13.3 
4.どちらかといったら不満 0 0.0 
5.不満 0 0.0 

合計 15 100.0 

 
■ワールドカフェについてのアンケート結果 
（表 17、表 18） 
 
表 17．ワールドカフェ【管理者】 
ワールドカフェについて… n % 
1.満足 12 42.9 
2.どちらかといったら満足 14 50.0 
3.どちらでもない 2 7.1 
4.どちらかといったら不満 0 0.0 

5.不満 0 0.0 

無回答 0 0.0 
合計 28 100.0 

 
表 18．ワールドカフェ【職員】 
ワールドカフェについて… n % 
1.満足 9 60.0 
2.どちらかといったら満足 3 20.0 
3.どちらでもない 1 6.7 
4.どちらかといったら不満 1 6.7 

5.不満 0 0.0 

無回答 1 6.7 
合計 15 100.0 

 
講義に対する満足度と、グループワークに対
する満足度は、第 1部同様、相関関係にあった。 
 
 
Ｄ．考察 
入居者を看取りまでケアすることについて、 
研修会受講前に抱えていた悩みや課題 
 
 研修会受講前に抱えていた悩みや課題につ
いて管理者の回答と職員の回答として最も多
かった内容を比較した結果、管理者の回答とし
て多かった内容はスタッフの不安感軽減や、心
のケアへの対応というものであった。 
 それに対して、職員の回答として多かったの
は、看取りや夜間対応に対する‘不安’(a2, a3)



であった。 
 
・「経験がないのでまだ分からないことが不安 」(a2) 
・「夜勤帯に急変した場合どういった状態の時に救急車
を呼べばよいかが分からない。（マニュアルはあるけど）」
(a3) 

 
以上から、管理者は、職員が抱えている不安
や悩みを理解しており、そうした悩みや課題を
解決するための方策またはそうした方策を得
るためのヒントを得ることを期待して、本研修
会に臨んだものと推察される。 
 職員は、現場で直面するそうした具体的な悩
みや課題の解決策を求めて研修会を受講した
と考えられる。 
 これらの点をまとめると、日常のケアにおい
て、職員が現場で直面する悩みや課題は傾向が
明確になっており、管理者は職員が抱えるそう
した悩みや課題を概ね理解している。 
しかし、一つの施設という枠組みの中ではそ
れらを解決する手立ては不十分なため、施設と
いう枠を超えて、受講者が相互に交流しながら
学び合うことは、多くのヒントを得られる機会
となると想定される。そうした期待感が本受講
者の間に潜在的にあったものと考察された。 
 
 
研修会に参加することで、その悩みや課題に対
する解決策は見つけられたか 
 
 3割以上の受講者が「悩みや課題に対する見識
が深まった」（32.6%）という回答を選択してい
ることから、新たな課題の発見や、気付きがあっ
たことも推察される。 
 そうした発見や気付きについて明らかにする
ために、アンケートの自由記述欄の内容について
分析した。そこから、以下 3点が‘気付き’とし
て浮かびあがった。 
 
・研修会が受講生にもたらした気付き① 
自施設における常識が、必ずしも他施設におけ
る常識とは限らない、非常識かもしれない。 
 
例）同じグループホームでも職員の体制が違うこと。常
勤として看護師がいない。 

例）（お看取りまで）もう数日となった時、他施設では、
常にリーダーや看護師が傍にいる体制をとっている。
そうやって職員をサポートしていることが分かった。 

 

・研修会が受講生にもたらした気付き② 
同じ職種であっても、価値観は多様 
 
例）グループ（のメンバー構成）を変えたことで、色々
な価値観の施設長及び管理者の方がいることがわか
って良かった。良いところもそうでないと感じると
ころもあった。他施設の若いスタッフの苦悩等の話
しが聞けてよかった。 

例）実際に看取りをやっている施設からの意見や方法を
聞くことができ、勉強になった。 

 
・研修会が受講生にもたらした気付き③ 
共通の悩みや課題を抱えている 
 
例）多職種間の勉強会が必要だということが分かった。
勉強会などしている施設もそうでない施設も同じ悩
みを持っていることがわかった。 
例）看取りをすると他利用者の介護が手薄になることな
ど他施設も同様の悩みがある。 

 
 

入居者に対して看取りケアを提供する上で大
切だと思われることと、それを実現するための
方策を得られたか 
 
 研修会受講前に管理者が悩みや課題として
抱えていることに関する回答の上位を占めた
のは、【職員が抱える不安やストレスに関する
こと】であった。そして、研修会受講後に、看
取りケアを提供する上で大切だと思うことと
して【職員をサポートする仕組み】に関するも
のが上位を占めた。 
その回答例を比較すると、下記に示したよう
に、医療職の協力も得て、‘チームで解決の仕
組みを作っていく方向性’をイメージされた記
述に変化した。 
 
(受講前)：「スタッフへの不安感をどのように解消でき
るか、又、心のケアをどのようにやっていけば良いか」 
 
(受講後):「職員、家族の不安を医師、看護師等の力を借
り、軽減する機会を持つこと」 

 
 以上から、悩みや課題となっていたことを解
決するための方向性について、研修会を通じて
具体化できたものと考察される。 
 職員の回答例に着目すると、「家族と話し合
い、医者との話し合いでどのように（本人の）希望
をかなえるべきか」といった記述に示されてい
るように、入居者、その家族、医療者と前向き



に関係を構築
れた。 
 看取りケアを提供する上で最も重要と思う
ことが研修会後に一致しているというのは、管
理者と職員という組織内における立場の違い
を超えて、認識が共有されたと言えるだろう。
 また、職
りについての知識】の重要性が挙げられた。そ
の意味では、看取りケアをする上で必要となる
医療知識に関して継続的に研修会を行う必要
があるだろう。
 
研修会に対する評価
 本研修会は、第
から高い評価を得られた。そして、講義に対す
る満足度が高い受講者ほど、その後のグループ
ワーク・ワールドカフェに対する満足度も高い
傾向にあった。
 入居から看取りまでを支える基礎知識を取
り上げた第
足度が高い傾向にあり、特に講義については、
管理者の満足度の方が高かった。それに対して
職員の回答では「どちらでもない」という回答
が 26.7％となったことから、講義内容や難易
度については、更なる検討を要する。
 尚、チーム作りをテーマに据えた第
いては、管理者と職員の満足度の間に差異はな
かったことから、テーマ設定が受講者のニーズ
にかなっていたものと考察される。また、管理
者と職員という立場の異なる介護職が一緒に
グループワークを
形でチーム作りについて議論することができ
たものと推察される。
 
 
Ｅ．結論 
他施設の職員と議論や情報交換をすること
で、本研修会は各受講者に
機会を提供できたとの結論に至った。

• 自施設の体制や、自身の介護について見
直す機会となった。

• 医療と介護の連携について考える機会と
なった。

 尚、本研究は、
療・介護連携推進事業」の一環として展開する
在宅医療・介護連携支援センター（仮称）の業
務のうち、必須となる「在宅医療・介護関係者

に関係を構築していくことの重要性が挙げら
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グループワークを行うことで、より現実に近い
形でチーム作りについて議論することができ
たものと推察される。
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研究要旨 

東日本大震災後のがん緩和ケア・在宅医療についてはほとんど調査
がされていないのが現状である。本研究では、宮城・岩手・福島県の
被災沿岸地域でがん緩和ケア・在宅医療に関わった医療者にインタビ
ュー調査を行い、震災時のがん緩和ケアと在宅医療の実態を明らかに
することを第一の目的とした。その上で、今後起こり得る大規模災害
に向け、その体験をまとめたた冊子を作成することを第二の目的とし
た。宮城・岩手・福島県の被災沿岸地域医療介護福祉関係者 53 名に半
構造化面接を行った。面接調査の結果、東日本大震災におけるがん緩
和ケア・在宅医療に対する医療介護福祉関係者の経験は【がん患者へ
の医療提供の障害】【津波被害や避難の際に内服薬を喪失した患者へ
の服薬継続の障害】【ライフラインの途絶による在宅療養患者への医
療提供の障害】【地域の医療者と後方医療支援や医療救護班との連携
の障害】【医療者に対する精神的ケア】【原発事故地域の医療提供の
障害】の 6カテゴリーに整理・分類された。この調査結果に基づき、
冊子「現場力を上げるために東日本大震災の体験を知る－在宅医療・
がん治療・緩和ケア－」を作成した。この冊子は今後起こりうる大規
模災害に向けたシステムの構築やマニュアルの整備についての基礎資
料となると考えられる。また、この冊子を通じて現場で働く医療福祉
従事者 1人ひとりが経験の詳細を知ることによって「いざというとき
に応用のきく」経験を伝えることができると考える。 

 
 
 
 
Ａ．研究目的 
2011年 3月 11日に発生した東日本大震災で
は、日本の観測史上最大の M9.0 の地震が三陸
沖で発生し、その後の大津波は東北から関東の
太平洋沿岸地域に壊滅的な被害を与え、3万人
近い死者・行方不明者を出した。震災直後の医
療ニーズは、津波から救助された人の手当てや
肺炎の治療、水に濡れたままでの屋外や避難所 
での生活による低体温症の治療が中心であっ 

 
 
 
た。また、今回の震災は津波災害が主であり、
沿岸地域の多くは浸水によって被害が広範か
つ面状に広がり、地域の医療機関の損壊・機能
制限を強いられた。厚生労働省の医政局の調査
によれば、岩手県、宮城県、福島県を合わせて
全壊した病院・診療所の数は、92 にのぼった。
さらに、行政機関も被災したことから、災害対
応を一層困難にした。 
しかし、東日本大震災後のがん患者の緩和ケ



ア・在宅医療についてはほとんど調査がされて
いなかった。わが国では、南海トラフ地震や首
都直下型地震などの巨大地震が、今後高い確率
で発生することが予測されており、災害時のが
ん患者に対する医療の対応やそれに対する備
えを検討することは急務である。また、地震だ
けでなく台風・豪雨や豪雪・火山噴火などの多
様な自然災害に対する危機管理も必要である。 
 そこで、本研究では、宮城・岩手・福島県の
被災沿岸地域でがん患者の緩和ケア・在宅医療
に関わった医療者にインタビュー調査を行い、
震災時のがん患者の緩和ケアと在宅医療の実
態を明らかにすることを第一の目的とした。そ
の上で、今後起こり得る大規模災害に向け、そ
の体験をまとめたた冊子を作成することを第
二の目的とした。 
 
 
Ｂ．研究方法 
1.調査対象者の選定と調査手順 
対象地域は、宮城・岩手・福島の被災沿岸地
域とした。これらの地域は、震災による津波被
害が大きかったこと、医療過疎地域であったこ
と、中核病院の診療機能が停止し、周辺地域の
基幹病院・在宅療養支援診療所・訪問看護ステ
ーション・保健所などが災害医療を担った地域
であったことにより選出した。 
調査は、第 1期 2012 年 10 月 1日～10 月 5
日、第 2期 2013 年 9 月 12 日～10 月 2日の 2
回に分けて実施した。第 1期は、緩和ケア専門
医、第 2期は、被災地域の医療機関で災害医療
を経験した看護師がインタビューを行った。第
1期では震災当時、がん診療連携拠点病院、保
健所、在宅療養支援診療所、訪問看護ステーシ
ョン等に勤務し、がん患者の緩和ケア・在宅医
療に携わっていた医療者とした。対象者の抽出
は、地域や職種をもとに理論的サンプリングを
行った。第 2期では第 1期におけるインタビュ
ー結果から、更に詳しい情報をより広い地域と
職種から得るため、震災に関する経験を講演
会・シンポジウムの開催、災害医療時の活動報
告を学会や雑誌等で公表している医療者およ
び既にインタビューを終えた対象者に個別に
推薦を依頼し、雪だるま式抽出法により対象者
を抽出し、理論的飽和に達するまでインタビュ
ーを行った。 
上記の手続きにより対象となった医療者合

計 56 名に対し、郵送またはメールにて研究協
力依頼文書を送付した。その後、研究者が電話
連絡にて承諾が得られた 53 名に対してインタ
ビュー調査を行った。インタビュー当日に、各
対象者に文書にて研究の目的と概要を文書お
よび口頭で説明し、書面により同意を得た。 
 
2.データ収集とインタビュー内容 
 インタビューは、対象者の同意を得て IC レ
コーダーに録音した。研究者が事前に作成した
インタビューガイドを用いて、半構成的に 1
回のみ約 60 分を目安に行った。インタビュー
では、震災時の医療・看護・介護の場面におい
て、「がん緩和ケア・在宅医療に関して体験し
たこと」「行った活動、困ったこと、工夫して
対応したこと」「災害時、がん緩和ケア・在宅
医療に関する活動についてどのようなシステ
ムが望ましいと考えるか」を尋ねた。インタビ
ュー時間は、平均 52 分 15 秒(最大 93 分、最小
31 分)であった。 
 
3.分析方法 
分析は、第 2期にインタビュー調査を行った
看護師が、Krippendorff らによって開発され
た内容分析を用いて行った。録音したインタビ
ューの内容に関して逐語録を作成し、対象者自
身の震災当時の経験を中心に抽出し、内容分析
を行った。表現や意味内容が類似しているユニッ
トをまとめ、サブカテゴリーを作成し、サブカテ
ゴリーを類似する震災時の経験に分類し、カテゴ
リーを作成した。がんに特異的ではない一般的な
在宅医療、医薬品の確保などに関することについ
ては、本研究の主目的ではなかったが間接的に重
要と考えられる情報は含めて分析した。記述内容
は、内容の主旨が変わらない範囲で語句の追加、
修正を行い表にまとめた。分析結果をまとめる際
に、地域による違いを検討した結果、福島県第 1
原子力発電所の事故に関する事柄以外には地域
差は小さかったため、すべての地域をまとめて分
析した。 
 
 
（倫理面への配慮） 
本研究は、東北大学大学院医学系研究科倫理
委員会の承認を得て実施した。倫理的配慮とし
て、事前に調査への参加については自由意思で
あり、いつでも中止が可能であること、同意し



ない場合や参加の途中で辞退の意思表示をし
た場合でも、不利益は一切生じないこと、個人
情報を識別できる情報は公表しないことを文
書および口頭にて説明した。 
 
 
Ｃ．研究結果 
1.対象者の概要 
インタビュー調査地域は、岩手県 7地域、宮
城県 6地域、福島県 6地域であり、職種は医師
12 名、病院看護師 9名、訪問看護ステーショ
ン看護師 18 名、保健師 5名、介護支援専門員
2名、薬剤師 4名、その他 3名(酸素供給会社、
医薬品卸販売担当者、老人保健施設管理者)で
あった。病院看護師・訪問看護師の専門領域は
看護管理者(2 名)、がん関連の認定看護師(が
ん化学療法看護認定看護師 2名、緩和ケア認定
看護師 3名)であった。 
 
2.インタビュー内容の結果 
 被災地域におけるがん患者・在宅療養患者へ
の医療提供の困難とその対応・今後の災害に向
けた医療体制への取り組みが述べられ、229 項
目のコードが抽出された。これらのコードを、
74 のサブカテゴリーに集約した。サブカテゴ
リー内のコードは、「震災により生じた問題」
「震災で生じた問題に対応したこと」「今後の
災害発生時のために備えておくべき必要なこ
と」の共通点のあるグループに分類した。74
項目のサブカテゴリーを、【がん患者への医療
提供の障害】【津波被害や避難の際に内服薬を
紛失した患者への服薬継続の障害】【ライフラ
インの途絶による在宅療養患者への医療提供
の障害】【地域の医療者と後方医療支援や医療
救護班との連携の障害】【医療者に対する精神
的ケア】【原発事故地域の医療提供の障害】の
6カテゴリーに分類した。  
 この調査結果に基づき、30 ページから成る
冊子「現場力を上げるために東日本大震災の体
験を知る－在宅医療・がん治療・緩和ケア－」
を作成した。 
 
 
Ｄ．考察 
本研究の結果、東日本大震災におけるがん患
者の緩和ケア・在宅医療に対する医療者の経験
は、【がん患者への医療提供の障害】、【津波

被害や避難の際に内服薬を喪失した患者への
服薬継続の障害】、【ライフラインの途絶によ
る在宅療養患者への医療提供の障害】、【地域
の医療者と後方医療支援や医療救護班との連
携の障害】、【医療者に対する精神的ケア】、
【原発事故地域の医療提供の障害】の 6カテゴ
リーに整理・分類された。 

この調査結果に基づき作成された冊子「現場
力を上げるために東日本大震災の体験を知る
－在宅医療・がん治療・緩和ケア－」では今後
起こりうる大規模災害に向けたシステムの構
築やマニュアルの整備についての基礎資料と
なると考えられる。また、この冊子を通じて現
場で働く医療福祉従事者 1人ひとりが経験の
詳細を知ることによって「いざというときに応
用のきく」経験を伝えることができると考える。 
 
 
Ｅ．結論 

 東日本大震災時のがん緩和ケアと在宅医
療の実態を明らかにするためのインタビュー
調査を行い、調査結果に基づき、冊子「現場力
を上げるために東日本大震災の体験を知る－
在宅医療・がん治療・緩和ケア－」を作成した。 
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